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第２章 総論
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第１部 

新型コロナウイルス感染症のはじまり 

（令和２年１月～２月） 

 

１ 新型コロナウイルスの発生 国内初の感染者 

令和２年１月６日に中華人民共和国湖北省武漢市から帰国した県内居住者が、１月 15 日に新型コロ

ナウイルスに感染していることが判明し、１月 16日に国内初の感染者として公表された。 

当該患者からの報告によれば、武漢市において当時の感染源と推定されていた海鮮市場の訪問歴、ま

た中国国内での医療機関の受診歴等はなかった。県内の関係保健所は当該患者の複数の濃厚接触者の健

康観察調査を行った。 

 

（1）国と県の対応 

① 「指定感染症」に指定【国】 

１月28日、新型コロナウイルス感染症に関して、国は感染症法に基づく「指定感染症」と検疫

法の「検疫感染症」に指定する政令を閣議決定し、公布を行い、２月１日から施行した。これに

より、感染が疑われる方に対する入院措置やそれに伴う医療費の公費負担における診察・検査等

の実施が可能となった。 
  

② 新型コロナウイルス肺炎専用ダイヤルの設置【県】 

  １月16日、県は危機管理対策会議幹事会を開催し、濃厚接触者等関係者についての情報の収集

や専用ダイヤルの設置に向けた調整など、様々な対応を検討した。 

１月25日、新型コロナウイルス肺炎専用ダイヤルを設置し、『中国から帰国後、発熱、咳などの

症状があるが受診可能な医療機関はどこか』などの相談に対応した。 

 

２ 第０波 ダイヤモンド・プリンセス号 

令和２年１月 20 日に横浜港を出港したクルーズ船ダイヤモンド・プリンセス号の乗客のうち、１月

25 日に香港で下船した乗客１名が、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に罹患していたことが２

月１日に確認された。 

２月２日の夜、横浜市から県にダイヤモンド・プリンセス号が横浜港に入港するとの一報があり、

２月３日から検疫を開始した。当該客船には世界 57 か国から乗員・乗客計 3,711 人が搭乗しており、

発熱等の有症者及び濃厚接触者等に対して、厚生労働省横浜検疫所が SARS-CoV-2 の PCR 検査を実施し

た。神奈川県衛生研究所を始めとした県内の地方衛生研究所でも PCR 検査に協力した。 

２月４日から県内外の感染症指定医療機関等へ患者の広域搬送を開始した（２月 26日に終了）。 

２月10日、知事を本部長とする「ダイヤモンド・プリンセス号に係る神奈川県新型コロナウイルス

対策本部」を設置し、厚生労働省、国土交通省、防衛省・自衛隊、横浜市、神奈川災害派遣医療チー

ム（神奈川 DMAT）との連携を強化した。さらに、厚生労働省から派遣要請を受けた日本医師会災害医

療チーム等の医療機関、医療団体から派遣された医師や看護師、薬剤師等の医療従事者と連携した。 
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（1）県と関係機関の対応 

① 災害として DMAT 出動 

当時、災害派遣医療チーム（DMAT）は大地震及び航空機・列車事故といった災害時に迅速に駆

けつけ、救急治療を行うための専門的な訓練を受けた医療チームであり、新興感染症への対応は

想定されていなかった。 

しかし、ダイヤモンド・プリンセス号船内で発生した新型コロナウイルスの感染拡大により、

感染症法に基づく感染症指定医療機関等への搬送需要が急激に拡大することが想定されたため、

神奈川県は県として対処するに当たって災害レベルであると判断し、２月５日に DMAT 調整本部を

設置して神奈川 DMAT の派遣を要請し、２月６日から神奈川 DMAT による感染症指定医療機関等へ

の搬送を開始した。 

また、厚生労働省 DMAT 事務局も県の派遣要請と並行して DMAT ロジスティックチーム隊員派遣

要請（２月７日要請、２月８日活動開始）、DMAT 派遣要請（２月10日要請、活動開始）を行い、日

本 DMAT による支援が開始された。厚生労働省 DMAT 事務局は２月13日から県庁での本部活動を本

格的に開始し、２月15日以降、神奈川 DMAT も含めた DMAT 派遣要請を一括して行うこととした。 

新型コロナウイルス感染症は指定感染症であり、感染症法に基づき陽性者を感染症指定医療機

関に搬送する必要があったが、当時県内に確保されている病床数は 74 床であった。そのため、厚

生労働省と調整の上、計 769 名の患者を本県含む全国 16都府県に搬送することとした。さらに、

感染症指定医療機関だけでは病床の不足が明らかであったため、２月９日に厚生労働省との調整

により、感染症指定医療機関以外にも入院できる要件がまとまり、通知によって結核指定医療機

関、感染症指定医療機関以外の医療機関への入院が可能となった。 

DMAT による医療支援は、２月６日から２月 26 日までの計 21日間に及んだ。 

 

 
宮城県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 

１名 ７名 25 名 11 名 23 名 20 名 60 名 214 名 

神奈川県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 大阪府 奈良県 

203 名 18 名 14 名 ９名 14 名 135 名 10 名 ５名 
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② 神奈川県、横浜市の救急医療の危機 

コロナ患者を受け入れる場合は、感染防護具を装着し、感染者と非感染者のエリアを分ける必

要があることから、人的負担は通常の２～４倍相当となり、一般の救急診療を制限して対応せざ

るを得ない場面が生じた。また、様々な基礎疾患がある患者など、コロナへの対応だけでなく複

合的に対応しなければならず、ICU（集中治療室）の負荷、複数の重症者を１つの医療機関で対応

することが難しく、多くの人的、物資等の資源が必要となった。 

 
（2）ダイヤモンド・プリンセス号での対応で明らかとなった課題 

・ 重症や緊急性が高い感染者もいたが、軽症や無症状の感染者も非常に多くいた。軽症や無症状

の感染者が長い期間病床を使用することが病院の負担を増大する要因になったことから、入院要

否や隔離要否について切り分け、重症度による分類が必要となった。 

・ 入院が必要と判断した場合に搬送先を速やかに決定するため、毎日の入院・空床情報などリア

ルタイムな情報収集のシステム化や、多数の患者を集約的に入院できる施設が必要となった。 

・ コロナの対応だけでなく様々な基礎疾患がある患者の対応によってICUの負荷が高まり、一つ

の医療機関での対応が難しくなったため、分散的なICUの活用に向け、リソース（人員・物資）の

最適化が必要となった。 

・ 持病の薬が不足する乗客に対し、必要となる薬の品目や量等を乗客自身に要望書として書いて

もらったが、メモ書き程度のものが多く解読が困難だったことや、国内流通している医薬品と適

応症や成分規格が異なっているものもあり、代替医薬品の選定には薬剤師による薬学的判断を必

要とするなど、確認作業等に多くの時間を要したことから、患者の情報を管理する情報基盤の構

築等が必要となった。 
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（3）新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類 

  新型コロナウイルス感染症は令和２年２月１日から指定感染症に指定された。その後、感染症法

の改正により、令和３年２月 13 日から新型インフルエンザ等感染症（いわゆる２類相当）に追加さ

れることとなった。 

＜参考：感染症法上の感染症の分類＞                （令和５年５月７日時点） 

分類 分類の考え方 規定されている感染症 

一類感染症 
感染力及び罹患した場合の重篤性からみた危険性が極

めて高い感染症 

エボラ出血熱 

ペスト 等 

二類感染症 
感染力及び罹患した場合の重篤性からみた危険性が高

い感染症 
結核、SARS、MERS 等 

三類感染症 
特定の職業への就業によって感染症の集団発生を起こ

し得る感染症 

腸管出血性大腸菌感染

症、コレラ 等 

四類感染症 動物、飲食物等の物件を介してヒトに感染する感染症 
狂犬病、マラリア、デ

ング熱 等 

五類感染症 

国が感染症発生動向調査を行い、その結果等に基づい

て必要な情報を国民一般や医療関係者に提供・公開し

ていくことによって、発生・まん延を防止すべき感染

症 

インフルエンザ、性器

クラミジア 等 

新型インフルエ

ンザ等感染症 

・インフルエンザ又はコロナウイルス感染症のうち新

たに人から人に伝染する能力を有することとなった

もの 

・かつて世界的規模で流行したインフルエンザ又はコ

ロナウイルス感染症であってその後流行することな

く長期間が経過しているもの 

新型インフルエンザ、 

再興型インフルエンザ、 

新型コロナウイルス感

染症 等 

指定感染症 

感染症法に位置付けられていない感染症について、一

～三類、新型インフルエンザ等感染症と同等の危険性

があり、措置を講ずる必要があるもの 

政令で指定 

新感染症 

人から人に伝染する未知の感染症であって、罹患した

場合の症状が重篤であり、かつ、まん延により国民の

生命及び健康医療に重大な影響を与えるおそれがある

もの 

－ 
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第２部 

「神奈川モデル」の立ち上げ 

（令和２年２月～３月） 

１ ２月末の神奈川県の課題 

 ダイヤモンド・プリンセス号での対応が収束に向かう一方で、県内で感染者数が増加する兆候が表れ

た。また、海外で感染者が増加し、日本国内でも感染爆発が起こることが予想された。日本国内で感染

爆発が起こるまでは海外の状況を見ると、１か月程度しかないと考えられたことから、この１か月の間

に医療提供体制を整備し、医療崩壊を防ぐ仕組みの構築が求められた。 

 

（1）入院先のマッチング 

入院が必要と判断された陽性者が速やかに搬送先を決定できるよう、受け入れる医療機関や確保

している病床数等を常に把握する必要があった。さらに、コロナの対応だけでなく様々な基礎疾患

がある患者の対応によって ICU の負荷が高まり、一つの医療機関での対応が難しくなったため、患

者の対応のために不足しつつある医療資源を適切に分配する仕組みの整備も課題であった。 

 

（2）医療機関情報の不足 

医療資源が不足しつつある中で、限られた資源を適切に分配することが求められた。しかし、県

では医療機関の様々な情報を収集するための基礎的なデータベースが存在しておらず、医療機関を

常時モニタリングしていく仕組みの構築が求められた。 
 
（3）軽症・無症状者への対応 

新型コロナウイルスは感染しても多くの患者が軽症や無症状であることが分かった。また、全員

入院を原則とし、PCR 検査で２回陰性確認ができるまで退院できなかった。そのため、感染爆発が

発生した際に多くの専用病床をこれらの軽症・無症状者が長期間占め、治療を必要とする重症の陽

性者を受け入れられない可能性があった。 

 
（4）現場で対応する職員の不安 

新型コロナウイルスの感染者を受け入れていた医療機関やそこで働く医療従事者に対し、様々な

風評被害が発生していた。医療資源の不足も発生する中で、新型コロナウイルス関連業務に従事し

続けることへの不安が大きいことが、医療従事者へのアンケート調査で明らかになった。これらの

風評被害や医療従事者の不安を少しでも軽減することが求められた。 
 
（5）危機感の共有 

海外では感染爆発といえる状況が発生しており、日本で感染爆発が発生する前に迅速な体制整備

が求められた。県内では感染経路不明者や院内感染事例が発生し、死亡事例も出た。本格的に市中

感染が広まる兆候が見え始めたため、危機感を共有する必要があった。 
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２ 「神奈川モデル」が作られるまで 

（1）２月下旬～３月上旬 

① 民間人材の活用 

２月 25 日、神奈川県顧問（未来創生担当）の畑中洋亮氏（令和２年４月１日より医療危機対策

統括官に就任）と６名の民間人材が県庁へ支援に入り、県職員５名と合わせたコロナ情報収集チ

ームが発足された。 
その後も LINE パーソナルサポートの配信のための人材やシステム開発を行う人材など、IT 分

野を中心に民間人材を次々と登用した。既存の民間技術・人材を取り入れることにより、短時間

での環境整備が可能となった。 

 
② 病院へのモニタリング調査 

コロナ情報収集チームが最初に取りかかったのは、県内病院の名簿づくりであった。県からの

通知を受け取る総務部署・物資調達の部署・患者搬送の部署を確認し、連絡先を収集した。 
３月２日に新型コロナウイルス感染症対策部会が発足した後も続けられ、３月６日に総務部署

では救急や外来など窓口の稼働状況を、物資調達部署ではマスクや消毒液などの消耗品、人工呼

吸器などの機材の備蓄状況を、患者搬送の部署では病床の空き具合をそれぞれ確認する全病院モ

ニタリングを開始した。医療物資や外来を制限しているかなど、医療機関の情報を県が一元的に

把握できるようになった。 

 
 

③ 相談体制の強化 

市中感染が徐々に広がることが予想される中、コロナに関する相談が増加することも予想され

た。３月１日に相談窓口であった帰国者・接触者相談センターの 24 時間対応を実施した上で、

相談件数やそこから PCR 検査や受診につながった件数や割合をモニタリングし、市中感染の状況

を把握した。 

相談窓口以外にも県民に新型コロナウイルスに関わる情報を伝える目的もあり、神奈川県と包

括連携協定を締結している LINE 株式会社の協力の下、３月５日に LINE の公式アカウントを開設

し、LINE パーソナルサポートの配信を開始した。全国に先駆けて新型コロナウイルスの情報をプ

ッシュ型で県民に届ける手法を構築した。 

さらにチャットボット（AI を活用した自動会話プログラム）なども導入し、県民が知りたいこ

とや個人に合った適切な情報を提供した。 
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（2）３月中旬 

① レジストリ基盤の整備 

新型コロナウイルスの感染拡大に備えるため、コロナ情報収集チームが電話等で収集した病院

などの情報を定期的かつ効率的に収集する仕組みが必要とされた。 
そこで、プログラミングに関する知識がなくても業務に合わせたシステムを簡単に作成できる

サイボウズ株式会社のクラウドサービス（kintone）を導入し、医療機関や市町村などと連絡や情

報収集ができるレジストリ基盤（データベース）を整備した。 
県内医療機関の稼働状況、帰国者・接触者相談センターの状況、PCR 検査数などを医療機関へ

の調査等を通じて、タイムリーに把握した。 

 
② 対策サイトの設置 

全病院モニタリングを開始して収集した情報を、県民や医療機関に情報提供することを目標と

し、３月 11 日に東京都のオープンソースを活用した神奈川県新型コロナウイルス感染症対策サ

イトを構築し、公開した。 

 

 

（3）医療提供体制「神奈川モデル」の発表 

① 医療提供体制「神奈川モデル」作成 

感染爆発に備えた医療提供体制の草案を作成した。 
概要は、コロナ患者を集中的に受け入れるコロナ対応病院を設置しつつ、病院のひっ迫を防

ぐために、疑似症患者や回復した患者を受け入れる後方支援病院も用意する。入院の必要がな

い軽症・無症状の患者は、療養者として自宅等で療養してもらいつつ、保健所等が療養状況を

確認できる仕組みを構築する。さらに検査機能を拡充することで、この流れをスムーズに運営
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するというものであった。 
３月19日の感染症対策協議会でこの案を医療関係者や学識経験者等に示し、中等症（酸素投与

は必要だが、人工呼吸器までは必要ない）という概念を加え、医療提供体制「神奈川モデル」と

して原案が完成した。 
３月20日から、ダイヤモンド・プリンセス号の時から、全国のコロナ対策をリードしてきた、

藤沢市民病院の阿南英明副院長も新型コロナウイルス対策の指揮を執るため県庁に入った。４月

１日、阿南副院長が医療危機対策統括官に就任し、阿南、畑中の両統括官体制で、「神奈川モデル」

を展開していくこととなった。 

「神奈川モデル」は中等症の概念を含めて３月25日に記者発表され、県民にも広く知られるこ

ととなった。 

＜移行期・蔓延期の緊急医療体制「神奈川モデル」＞ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② ガバナンス機能の増強 

非常事態に備え、ガバナンス体制の強化が必要となったことから、感染症対策協議会に意見を

諮りながら、知事をトップとした強力なリーダーシップを発揮できる体制を整備していった。 

２月26日からは、全庁を挙げて新型コロナウイルス感染症に対応するため、新型コロナウイ

ルス感染症に係る危機管理対策本部を設置した。３月２日に、同本部の下部組織として、新型

コロナウイルス感染症への対応を専門に行う「神奈川県新型コロナウイルス感染症対策部会」

を設置した。 

さらに新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正に伴い、３月16日に新型コロナウイルス

感染症神奈川県対策本部に移行し、３月26日には同法に基づく政府対策本部の設置に伴い、県

対策本部は同法に基づく本部となった。 
 

③ コロナ受入医療機関の確保 

中等症の概念が登場したことで、中等症患者を集中的に受け入れる医療機関を「重点医療機

関」、重症患者を集中的に受け入れる医療機関を「高度医療機関」として設定した。「重点医療機

関」は従来の概念にはなく、新たに該当する医療機関を開拓する必要性があった。 
各所との調整を重ね、４月１日時点で国立や県立の３医療機関を整備し、「神奈川モデル」は始
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動した。 
さらに医療ひっ迫を防ぎつつ、通常医療も継続していくために、感染状況に応じてコロナ専用

病床を増減させる「フェーズ」という概念を作成し、日常とコロナ治療を両立させるシステムを

構築した。 
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第３部 

国内初の感染拡大（第１波） 

（令和２年４月～６月） 

 

１ グラフで見る感染状況 

新規感染者数 

 

 

（1）特徴 

① 県内初の感染拡大 

「神奈川モデル」を構築し、医療提供体制の整備を進めていたが、入院患者の中には新型コロ

ナ以外にも配慮を必要とする患者も含まれており、様々な対応が必要となった。 
また、４月中旬以降、県内の感染状況が移行期である「フェーズ１」となったことから、医療

機関や診療所内で感染者が多く発生するクラスターへの対策も重要となった。 
地域との連携・協力を更に進める体制を整備しつつ、医療提供体制を充実させていくことが求

められた。 
 
② 軽症・無症状者に対するフォローアップ 

「神奈川モデル」では軽症・無症状者は自宅等で療養するとしていた。自宅等で療養する際に

は、日々の健康観察を行うとともに、重症化時には入院調整を行う必要もあった。これらをスム

ーズに行うため、自宅療養や宿泊療養の仕組みを構築することが求められた。 
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２ 重点的な取組 

（1）医療提供体制「神奈川モデル」の拡充 

① 臨時の医療施設を設置 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、４月 13 日に主に中等症患者を受け入れる臨

時の医療施設として湘南ヘルスイノベーションパーク（湘南アイパーク）内のグラウンドに、全

国初の仮設入院医療施設設置を発表し、５月 18日に入院患者の受入を開始した。 

 
② 移行期・まん延期の緊急医療体制「神奈川モデル・ハイブリッド版」 

４月１日、３月後半に提唱した医療提供体制「神奈川モデル」の運用を開始した。入院が必要

となる患者の多くを占める中等症の患者を集中的に受け入れる重点医療機関の設定や、人工呼吸

器や ECMO（人工心肺装置）などが必要な重症者に対して、救命救急センター等の高度医療を提供

できる高度医療機関の整備を進めた。 

加えて、疑似症の患者の受入などにより、重点医療機関を支援する重点医療機関協力病院の整

備や、当時は抗原検査キットがなく、PCR 検査をできる医療機関が限られていたことから、地域・

医師会等の関係団体と協力し、外来診療や検査のキャパシティを拡大するための地域外来・検査

センターの設置を進め、「神奈川モデル・ハイブリッド版」として体制を拡充した。 

４月 24 日、「神奈川モデル・ハイブリッド版」の第一弾として、県内で初めて横須賀市・横須

賀市医師会・三浦半島病院会が共同で、集合外来・集合検査場を設置し、その後、県内全域へ順

次拡大していった。 

 

＜神奈川モデル・ハイブリッド版の概要＞ 

 

 

③ 配慮が必要な人たちへのサポート 

新型コロナウイルスの陽性者が増加するにつれ、一般の医療機関では対応が難しい小児、妊婦、

精神疾患の患者、透析患者の罹患が発生し、こうした患者に対応できるよう、様々なタイプの医

療機関が求められた。 
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ア 小児コロナ受入医療機関 

５月 12 日、乳幼児を含む子どもの新型コロナウイルス感染症患者に適切に対応するため、

県内７ブロックごとにそれぞれ拠点医療機関が中心となって小児医療機関が連携して対応す

る小児コロナ受入医療機関の体制を整備した。また、同日、保護者が新型コロナウイルス感

染症と診断された場合、一時的に陰性が確認された子どもを預かる専用の児童福祉施設を県

内３か所に設置した。 

 

イ 精神科コロナ重点医療機関 

５月 18 日、一般の医療機関では対応が難しい、精神疾患の症状が重く、かつ新型コロナウイ

ルス感染症に感染した方に適切な医療を提供するため、精神科コロナ重点医療機関を設置した。 

 

ウ 周産期コロナ受入医療機関 

５月 26 日、妊婦・新生児の患者にも適切に対応するため、神奈川県周産期救急医療システム

を活用し、県内６ブロックごとに周産期医療機関が連携して対応する周産期コロナ受入医療機

関を整備した。 

 

エ 透析コロナ患者受入医療機関 

６月９日、新型コロナウイルス感染症に感染した透析患者に適切に対応するため、病床利用

状況把握システム（サイボウズ株式会社のクラウドサービス kintone で開発）を用いて、透析

医療機関間で入院調整を行い、調整が困難な場合には県内４ブロックの調整機関のコーディネ

ーターが相談に応じ、透析コロナ患者受入医療機関に入院させる体制を整備した。 

 

オ 在宅難病患者受入協力病院 

６月９日、家族等が新型コロナウイルス感染症で入院し、介護者が不在となり、在宅で常時

医学的管理が必要な難病患者が取り残された場合に適切に対応するため、専用の入所施設や本

人が陰性の場合に受け入れる在宅難病患者受入協力病院を整備した。 

 

④ クラスター対策 

５月 12 日、同一の医療機関や福祉施設等から、陽性者（感染が疑われる人を含む）が複数発

生した場合に、必要に応じて疫学調査等を行い、感染拡大防止指導や必要な資機材の手配などを

支援する神奈川コロナクラスター対策チーム C-CAT（Corona Cluster Attack Team）を創設した。

所管保健所からの派遣依頼を受

け、疫学調査、感染拡大防止対

策指導、必要な資機材の手配支

援、転院等の搬送支援等を行う。

また必要に応じて一定期間後再

訪問し、指導内容の実践状況な

どを確認することにより、継続

的な支援も行った。 
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（2）療養者へのサポート 

① 宿泊療養施設 

全国に先駆け、４月 10 日から湘南国際村センター（葉山町）で療養者の受入を開始（95 室）

するなど、無症状・軽症者の方が療養する宿泊療養施設を 2,000 室以上確保した。宿泊療養施設

を確保するとともに、自宅療養者も含め、健康状態をモニタリングする体制を整備した。 

 

② ケア付き宿泊療養施設 

本人の PCR 検査の結果が陽性の場合は、高齢者や障がい者は軽症であっても原則として重点医

療機関や協力病院等の医療機関に入院する。 

しかし、コロナが軽症又は無症状で、かつ認知症や重度の知的障がい等により福祉的ケアの比

重が高く、医療機関への入院が難しい場合は、専用のケア付き宿泊療養施設に入所し、施設にお

いて感染症対策に配慮した上で、福祉的ケアやサービスを行う必要があった。 

そのためのケア付き宿泊療養施設を秦野精華園ほか全２か所設置した。 

 

③ 短期入所協力施設 

自宅で介護を受けていた高齢者や障がい者の介護者が新型コロナウイルス感染症で入院した

ことにより、高齢者や障がい者の一時保護が必要となった場合、まず本人に PCR 検査を行い、

検査結果が陰性の場合は、専用の短期入所協力施設に入所してもらい、施設において福祉的ケ

アやサービスを提供するための短期入所協力施設を介護保険事業所３か所、障害福祉事業所２

か所設置した。 

 

④ 健康観察のデジタル化 

保健所等は、自宅又は宿泊施設での療養者に対し、療養期間中、健康

状態の確認・把握及び、症状悪化時のフォローアップを、毎日、電話に

より行っていたが、４月 13 日から、全国に先駆けて LINE による健康観

察システムとして、神奈川県療養サポートを導入した。当該システム

は、療養開始後、LINE により自動で１日２回、質問メッセージが届き、

それに回答することで療養者の健康状態を即座に把握できるものであ

り、電話での聞き取りにかかる時間の短縮や、聞き取り結果の入力作業

が不要となり、保健所の業務負担の大幅な軽減につながった。 

 
 

⑤ 療養証明書の発行 

陽性者が自宅等で療養する場合、保健所等の業務ひっ迫により療養期間が記載された就労制限

通知等が発行できないという課題があった。この課題を解決するため、新型コロナウイルス感染

症に感染し、県内の宿泊療養施設又は自宅で療養期間を終えた療養者に対し、入院と同等の取扱

いとし、令和２年５月から所定の療養期間を療養したことを証明する文書を発行した。なお、令

和４年９月 26日以降は発行対象を限定し、原則、新型コロナウイルス患者情報等患者把握・管理

支援システム（My HER-SYS）による証明に切り替えている。 
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３ 次の波に向けた取組 

第１波では国は全国に緊急事態宣言を発出し、広く社会経済活動を制限してきた。５月 25 日に緊急

事態宣言が解除され、社会活動が徐々に再開していく中で、次の波への備えや感染拡大を抑える取組が

必要となった。 

５月 22 日、感染防止対策の一環として事業所（店舗など）で取り組む感染防止の対策が一覧で分かる

感染防止対策取組書を導入し、取組書を店舗やイベント会場に掲示することで、県民が安心・信頼して

利用できるようにした。 
あわせて、取組書とともに発行する QRコードを利用し、店舗・施設等の利用者の感染リスクを保健

所が必要に応じてフォローアップするために LINE コロナお知らせシステムを提供し、感染者が訪れた

場所を同じ時間帯に訪れた方に対して LINE メッセージを送る仕組みを作った。 

 

 
※QR コードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。  
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第４部 

「神奈川モデル」の強化（第２波） 

（令和２年７月～11 月） 

１ 第２波 ７月～９月上旬 

（1）グラフで見る第２波の状況 

新規感染者数 

 

 

（2）第２波への備え 

感染が落ち着いた令和２年６月には、医療物資の状況や感染状況をモニタリングし、感染拡大の

兆候を早期に捉えることに努めた。さらに、国事務連絡により患者の退院の基準を 14 日間から 10

日間へ短縮するほか、療養終了時に必要だったPCR検査を不要とし、医療機関の負担軽減を図った。 
更なる感染拡大に対応し、医療提供体制「神奈川モデル」の安定的な運用を図るとともに、複合

災害への対応やインフルエンザなど既存の感染症対策との調整を一層強化するため、新型コロナウ

イルス対策本部の中核的な部隊について、これを常設組織とするため、組織再編により８月１日に

医療危機対策本部室を設置した。 
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（3）第２波への対応 

① 神奈川警戒アラート 

神奈川警戒アラートは、新型コロナの感染状況に応じて、県民・事業者に対して感染防止対策

の徹底や、医療機関に対して必要な病床確保を要請するものである。モニタリング指標の「①感

染の状況」の３つの指標がすべて発動基準に達している場合、「②医療の状況」、「③監視体制」を

参考に、警戒アラートの発動を判断する。 

７月に入ると新規陽性患者数は増加し、７月 17 日には神奈川警戒アラートの発動基準である

「本県の人口で再計算をした週平均１日あたり新規陽性患者数 33 人（直近７日間の新規陽性患

者数の累計 230 人）」を超えたことから、神奈川警戒アラートを発動した。 
その後も新規陽性患者数は増加したが、病床の拡大要請等を行う事態にはならず、危機的状況

には至らなかった。 

 
 

② 検査の神奈川モデル 

当初、検査は保健所と地方衛生研究所が中心であり、検査の調整や採取、検体の搬送など保健

所の負担が大きかったため、医療機関中心の検査体制へ移行し、保健所業務の負荷軽減を目指し

た。 

そこでスマートアンプ法※の簡易パッケージの開発の支援、PCR 検査機器の導入補助、臨床検査

技師に向けた研修等の支援により、医療機関で PCR 等検査を行う体制を強化した。 

 
※神奈川県衛生研究所と理化学研究所が開発した新型コロナウイルスの迅速検出法。遺伝子を特異的に増幅

することにより、簡便、迅速、安価に遺伝子検出できる。 
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２ 冬季に向けた備え ９月～11 月 

冬季は季節性インフルエンザ等の流行による発熱患者の増加や、一年を通じて救急搬送件数が多い時

期であることから、通常医療の負担増大時期にあたる。これに新型コロナウイルスの感染拡大が加わる

と、従来の医療提供体制では支えきれなくなることが想定された。県ではこの事態に備えるため、先手

を打って医療提供体制の更なる充実を図った。 
 

（1）発熱患者等の診療機関の設置 

冬季には季節性インフルエンザと新型コロナウイルスの感染疑いのある発熱患者が大幅に増加

することが予想された。そのため、発熱患者等を診察する医療機関が求められた。 
 

＜発熱患者対応の神奈川モデル＞ 

発熱患者等が地域において適切に診療及び検査を受けられる体制を整備した。発熱患者等の診療

又は検査を行う発熱診療等医療機関を指定し、発熱診療等医療機関に発熱患者をつなぐため、11 月

２日、診療可能な医療機関の予約を行う発熱等診療予約センターを開設した。 
県が患者個人と医療機関をつなぐ役割を担うのは、全国初の試みとなった。 

 
 
（2）医療提供体制の整備 

11 月以降になると新規感染者数が当時の最高を記録するなど増加傾向が顕著となり、入院患者も

増加した。次なる本格的な波に備えるため、中等症・重症患者を重点的に治療するための入院体制

の変更等、より高度な医療提供体制が求められた。 

 
① 病床確保の要請 

11 月 12 日、13 日と新規感染者数が当時の最高記録を更新したことを受け、感染拡大に先行し

て病床を確保するため、11 月 14 日に医療アラートを発動し、新型コロナの受入医療機関に対し

て即応病床数の拡大を要請した。病床使用率が高くなる前に、先行して病床数を拡大し、更なる

入院者の増加に備えた。 
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② 入院基準の変更 

これまでは軽症や無症状であっても、65 歳以上の患者や基礎疾患のある患者等を入院対象とし

ていたが、入院対象になる患者の中でも重症化リスクが高い患者と、そうでない患者がいること

が徐々に明らかとなった。 

そこで、より重症化リスクの高い患者に医療資源を集中させるため、年齢や基礎疾患の種類や

状態といったハイリスク因子をそれぞれ数値化して、その合計スコア（入院優先度判断スコア）

を参考に、医師が入院対象とするかを判断するためのツールを作成した。 
そして、重症化リスクが高い患者が優先的に入院できる仕組みを構築した。 

＜入院優先度判断スコア Ver.1＞ 

 
 

（3）宿泊・自宅療養者へのサポート強化 

次の感染拡大に備えて、９月 14 日より横浜伊勢佐木町ワシントンホテルやレンブラントスタイ

ル本厚木などを新たな宿泊療養施設として順次開設し、冬の病床ひっ迫に備えて宿泊療養体制を強

化した。 

検査事業も拡大し、検査可能な医療機関等を徐々に増加させ、陽性者を早期発見し、感染拡大を

防ぐ取組を強化した。 

さらに 11 月２日より自宅療養者向けの配食サービスを開始し、食事やティッシュペーパー等の

日用品を提供し増加する自宅療養者への支援強化を行った。 
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第５部 

冬季の通常医療負担の増大と重なった感染拡大（第３波） 

（令和２年 12 月～令和３年３月） 

 

１ グラフで見る感染状況 

新規感染者数 

 

 

病床使用率 
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（1）特徴 

① 病床のひっ迫 

病床確保など事前に対策は講じていたが、病床使用率 80％台に上昇し、入院を要する患者の搬

送調整に時間がかかる事例が現れた。より多くの患者を受け入れるため、医療提供体制を強化す

る必要性があった。 

 
② 宿泊・自宅療養者が療養中に亡くなる事例の発生 

宿泊療養者・自宅療養者が療養中に亡くなる事例が起こるなど、健康観察システムでフォロー

しきれない状態が発生した。これに対応するため、療養者をしっかりフォローできる健康観察シ

ステムの再構築が課題となった。 
 

③ 感染症法上の「新型インフルエンザ等感染症」に位置づけ 

国の動きとして、令和３年２月 13日、新型コロナウイルス感染症は、感染症法に基づく「指定

感染症」から「新型インフルエンザ等感染症」に変更された。 

 

２ 重点的な取組 

（1）医療提供体制の整備 

11 月には、国の新規感染者数の当時の最高を記録するなど増加傾向が顕著となり、１月には入

院患者の増加によって病床ひっ迫して、新型コロナウイルス感染者の搬送が困難となった。 

これに対し、県は病床使用の予測モデルを作成し、12月 24 日に LINE 等で県民に周知するとと

もに、国などにも予測モデルを基に行動制限等の強い措置を要請した。 

新型コロナウイルス感染症の病床確保及び救急医療体制の堅持のため、１月４日には、医師が

延期できると判断した入院・手術の一時停止を神奈川モデル認定医療機関に要請した。 
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① 緊急酸素投与センターの整備 

病床使用率の上昇により、患者の搬送調整に時間がかかるケースが現れた。この対策として、

２月１日に、医師により入院が必要と判断された患者に対し、搬送先が確定するまでの間、酸素

投与の応急措置をする緊急的な施設かながわ緊急酸素投与センター（HOT センター）を全国に先

駆けて整備した。 

 
 
② 「後方搬送の神奈川モデル」の整備 

病床ひっ迫を軽減するため、高度・重点医療機関の入院患者で新型コロナの退院基準を満たし

ているが、入院が引き続き必要な患者を、スムーズに後方支援病院（重点医療機関協力病院の一

類型）に移す仕組みが求められた。 
２月９日、患者の転院を県が調整し、高度・重点医療機関からスムーズに後方支援病院に患者

を移す体制である後方搬送の神奈川モデルを構築した。 
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（2）宿泊・自宅療養者へのサポート強化 

宿泊・自宅療養者が急増する中で、宿泊療養施設や自宅療養中に患者が亡くなった事例が発生し、

重症化リスクが高い患者を中心に軽症者が重症化していく兆候を探知し、入院等へつなぐための支

援強化が求められた。 
 

① 定量的な健康観察の実施 

12 月から自宅療養者（１月からは 40 歳以上の自宅療養者に限定）にパルスオキシメーターを

貸与し、血中酸素飽和度が 93％を切る療養者には有人架電を実施し、電話連絡に応答しない回数

や血中酸素飽和度の数値などにより状況を定量的に捉えた健康観察を実施した。また、対応職員

を増員し、体調悪化や体調急変時、又はそれが想定される場合においては、職員等が自宅を訪問

するなど、宿泊・自宅療養者の健康観察の取組を強化した。 
 

② 積極的疫学調査の重点化 

新規陽性患者の急増とともに感染経路不明者も増加し、保健所において全ての新規陽性者の濃

厚接触者の把握を含めた対応が難しくなった。県内全保健所において、よりリスクの高い患者の

支援のため、積極的疫学調査の対象を絞り、重点化を実施し、保健所負担の軽減を図った。 
 

＜積極的疫学調査の神奈川モデル＞ 

 
 

③ 健康観察システムの重点化・デジタル化 

自宅・宿泊療養者が増加し続ける中で、架電による健康観察の負担が大きくなった。これに

対して重点的に健康観察を行う対象者の優先順位を設定する一方、２月１日からは AI 音声によ

り療養者に対する健康観察のヒアリングを行う仕組みも導入し、多くの療養者の健康観察を行

えるシステムを整えた。 
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３ 次の波に向けた取組 

長期にわたる感染拡大に対し、構築してきた医療提供体制を感染状況に応じて現実的・機動的に運用

できるシステムに整備していく必要に迫られた。また、医療従事者等のワクチン接種が開始することか

ら、接種体制の構築を早急に行う必要があった。 
 
（1）病床確保の考え方の見直し 

病床確保数について、県が把握している病床数と、実際に患者を受け入れられる即応病床の数に

乖離が見られた。これは、フェーズに応じて医療機関がそれぞれ何床確保するか個別に定めていな

かったことに課題があった。この問題を解決するため、個々の医療機関と県がフェーズ毎に確保す

べき病床数について協定を締結し、感染状況に応じた実効性のある新型コロナウイルス用の病床数

を取り決めた。 
３月５日に５段階の病床確保フェーズを設定し、感染状況に応じて即応病床数を拡大・縮小する

仕組みを構築した。 

 
 

（2）ワクチン接種の開始 

国から都道府県へのワクチン配送が始まることに備え、県では独自に医療機関の中から、基本型

接種施設 46 か所、連携型接種施設 3,809 か所を選定し、医療従事者等へのワクチン優先接種を効

率的に進めるための準備を行った。 
県では３月１日より医療従事者向けのワ

クチン接種が開始され、３月は国から直接

配送される基本型接種施設を中心に接種が

行われた。 
ワクチン接種を進めていくと同時に、新

型コロナワクチン副反応等相談コールセン

ターを設置し、接種後の副反応等に関する

相談に対応する体制を整備した。 
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第６部 

アルファ株が主流となった感染拡大（第４波） 

（令和３年４月～６月） 

１ グラフで見る感染状況 

新規感染者数 

 

 

病床使用率 
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（1）特徴 

① アルファ株の流行 

第４波は、アルファ株が主流となる感染拡大であった。アルファ株は令和２年から確認され、

第４波で市中へ広まり、５月17日から５月23日の週にはアルファ株への転換率も82.2%となり、

主流の株となった。 

しかし、アルファ株への転換率が 90％近くとなった６月に入ると緩やかに新規感染者数は減少

していった。 
 

 
 

② 長期間にわたる新規感染者数の増加 
第３波と比較すると急激な新規感染者数の増加や病床のひっ迫は見られなかったが、新規感染

者数が多い状態が長期間続いたことが特徴であった。そのため、保健所や医療機関などは常に高

い警戒感を持つことが必要となり、保健所職員や医療従事者の疲労が蓄積された。 
新規感染者数の増加とともに多くの自宅・宿泊療養者の健康観察を行う体制や容態が悪化した

際に速やかに医療へつなぐ仕組みが求められた。 
 

２ 重点的な取組 

（1）ワクチン接種 

① 市町村ワクチン接種の促進に向けた医療従事者を確保 

６月から高齢者等の接種が始まり、ワクチン接種が本格化した。それに伴い市町村の集団接種

会場等での問診を担う医師や接種を担う看護師が不足した。 

これに対応するため、県は医療機関等と調整し、市町村での医療従事者の確保を支援した。 
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② ワクチンキャンセル枠有効活用システム 

ワクチン接種機関において、当日のキャンセルなどにより余剰ワクチンが生じた場合、事前に

キャンセル待ちの登録をいただいた方にお知らせし、ワクチン接種予約のマッチングを行う LINE

によるワクチンキャンセル枠有効活用システムを６月７日に構築し、接種を希望する方が早期に

ワクチン接種できる仕組みを整えた。 
 
＜新型コロナウイルスワクチンキャンセル枠有効活用システム（イメージ）＞ 

 

 

（2）PCR 検査事業 

高齢者施設等において、職員の感染から利用者へ感染が拡大しクラスターとなる施設が増加した。

重症化リスクのある高齢者の入院による医療ひっ迫を防ぐため、公益財団法人日本財団と提携し、

５月 14 日から高齢者施設等の従事者にむけた PCR 検査事業を開始し、陽性者を早期に発見するこ

とでクラスターを防ぎ、利用者への感染拡大を防止した。 
さらに５月 31 日からは、民間会社に委託し、障害者施設の従事者にむけた PCR 検査事業を実施

し、高齢者施設と同様に陽性者の早期発見に努めた。 

 

（3）自宅療養の強化 

① 地域療養の神奈川モデル 

自宅療養者に対して地域の医師会や訪問看護ステーション等と協力し、療養サポートを行う地

域療養の神奈川モデルを構築した。 
３月 23 日に藤沢市から始まり、鎌倉市や横須賀市でも仕組みを整え地域医療の視点から自宅

療養者の健康観察を行った（後に県内全 33市町村で実施）。この仕組みにより、重症化リスクが

ある療養者が、速やかに地域医療につながる体制を構築した。 
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② 市町村と連携した自宅療養者への生活支援事業 

４月 23 日から、県が市町村に対して自宅療養者の個人情報を提供することにより、市町村が

実施する食料品の自宅療養者への購入代行等の生活支援事業をサポートする取組を開始し、市町

村との連携を図った。 

 

（4）自宅療養の強化 

      令和２年 12 月に導入した入院優先度判定スコア Ver.1 の運用により、患者データが蓄積された

ことを踏まえ、判断の精度向上、妥当性の追及を図った入院優先度判定スコア Ver.2 に令和３年５

月 11日から移行した。 
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第７部 

デルタ株が主流となった感染拡大（第５波） 

（令和３年７月～９月） 

１ グラフで見る感染状況 

新規感染者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

病床使用率
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（1）特徴 

① デルタ株の流行 

第５波はデルタ株が主流となる感染拡大であった。デルタ株は３月から空港検疫で確認され、

徐々に市中へ広まり、８月には神奈川県においても主流の株となった。デルタ株は感染性・重症

化率ともに従来株よりも高い株であった。特に 10 代などの若年層への感染、重症化リスクが低

い層の重症化などが特徴であった。 

デルタ株は若年層でも重症化する傾向があり、人工呼吸器やECMOといった高度治療が必要な患

者が増え、入院期間が長期間となったため重症病床がひっ迫した。さらに新規感染者数も過去最

高を記録し、感染者数の増加に伴い、医療機関や保健所もひっ迫していった。 

 

 
 

② 病床のひっ迫 

夏季は、熱中症などの救急患者が発生しやすい時期であること等も重なって、救急搬送困難事

案が１週間に 500 件に達した。 

中等症・軽症病床、重症病床ともにひっ迫し、７月 28日時点の病床使用率の予測では、８月中

旬には使用率が 100％を超えることとなり、入院患者の増加を食い止める取組が必要となった。 

 
③ 平時医療の基本概念の獲得 

医療従事者、高齢者以外の２回目ワクチン接種率の向

上、抗原検査キットによる早期診断、中和抗体療法など

による重症化予防など、平時医療においての基本概念を

獲得し、新たに、早期診断、重症化予防の対策が可能と

なった。 
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２ 重点的な取組 

（1）保健所業務の改善 

新規感染者数の爆発的な増加により、疫学調査を行うまでに日数を要する状態となり、保健所業

務のひっ迫が明らかとなった。 
８月 17 日には積極的疫学調査におけるヒアリング項目の簡素化を実施し、より多くの患者にア

プローチできるようにした。 
さらに、９月８日からは、これまで保健所が電話で聞き取っていた患者情報について、発熱診療

等医療機関を受診した段階で患者自ら入力してもらう Web フォーム（療養のための質問票）を構築

し、保健所業務の負担軽減を図った。 
 

（2）入院・療養システムの整備 

① 入院優先度判断スコアの更新 

感染者の急増とともに、入院対象となる妊婦や透析患者も増加し専用の入院病床がひっ迫した。

そのため、数少ない専用病床を効率的に運用するため、妊婦や透析患者の入院基準を見直した。

また、２回目のワクチン接種が進んだことにより、県感染症対策協議会に諮り入院優先度判断ス

コア Ver.3 へ改変した。 
しかし、病床ひっ迫への対応が急務であることから病床確保フェーズを災害級対応へ変更し、

入院基準は肺炎症状の有無や血中酸素飽和度の値などを重視することとなった。 

加えて、８月６日、「神奈川モデル」認定医療機関向けに、肺炎や低酸素など、真に入院が必要

な方が入院できるよう医師が延期できると判断した入院・手術の一時停止を要請するお願いする

通知を発出した。 

 

② 病床、宿泊施設及び療養体制の拡充 

さらに、かながわ緊急酸素投与センター（HOT センター）の運用開始、県内への医療機関に病

床拡大要請、陽性患者の新規受入医療機関の拡大及び看護師等の人材派遣の要請など、病床数等
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の拡大に努めた。 
軽症者の増加とともに宿泊療養のニーズが増加したことから、新規の宿泊療養施設を開設し受

入人数を増大した。さらに「地域療養の神奈川モデル」の対象地域を拡大し、重症化リスクのあ

る自宅療養者が安心して療養継続できるよう見守る体制を構築した。 

 

（3）感染・重症化の予防 

① ワクチン接種による感染予防・重症化予防 

医療従事者や高齢者に加え、職域接種なども開始され、徐々に県民に対する接種が進んだ。 

県は市町村をサポートすると同時に、高齢者、障がい者、保育関係の福祉施設で働く方々が、

早期にワクチン接種を受けられるよう、市町村におけるワクチン接種を補完する目的で、７月 14

日から県独自にワクチンの大規模接種会場を設置し、ワクチンの接種促進を図った。 
 

② 検査 

LINE パーソナルサポートアンケート回答者のうち希望者や、県内の保育園、幼稚園、小学校及

び特別支援学校等を通じて家庭へ抗原検査キットを配布し、発熱等の症状が出たら抗原検査キッ

トを活用し陽性であれば外出を自粛する等、県民へまん延防止のための協力を求め感染拡大防止

を図った。 

加えて、抗原検査キット適正使用推進協議会を開催し、適切な抗原検査キットの使用、周知啓

発、使用後の受診行動等を協議した。 

＜神奈川県での抗原検査キットの取組＞ 

 
 
③ 早期の治療介入による重症化防止 

    病床のひっ迫により入院調整が困難な状況が続いたことに加え、感染者の若年化に伴い、高

熱や咳などの自覚症状により救急要請する事例が増えていたことから、陽性者が重症化するこ

とを予防するため、８月 20 日、県知事、県医師会長、県病院協会の３者連名により、県内全医

療機関に対し、有症状者への早期薬剤投与指針の通知を発出した。 
さらに中和抗体療法※が開始され高齢者や重症化リスクのある患者への治療促進や、高齢者施

設等に早期の治療介入を行う体制を構築し、重症化予防の取組を推進した。 
※発症から時間の経っていない軽症例において、重症化を抑制することを目的とし、体内に抗体を注入する治療法 
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（4）東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会におけるコロナ対応 

① 本県の提言で組織委員会等と「神奈川県新型コロナウイルス感染症に関する東京 2020 大

会協議会」を設置 

東京 2020 大会時には海外から多くの大会関係者が県内を訪れることが想定されたが、いつ、

どこに、何人程度滞在するか、陽性者が発生した場合、東京 2020 大会という大規模な大会が保健

所や医療機関にどのような影響を与えるのか、あらかじめ用意した宿泊療養施設や医療施設で対

応は可能か、言語や食事など配慮が必要となるのかといった事項への検討が必要となった。 

こうした課題について大会直前の限られた日程の中で、地域の実情を踏まえた安全・安心な大

会の開催に向けた協議を深めていくためには、組織委員会、会場所在自治体である横浜市、相模

原市、藤沢市及び県等による協議会を早急に設置する必要がある旨を提言としてまとめ、令和３

年５月 27日に県知事から組織委員会会長に提言書を手交し、「神奈川県新型コロナウイルス感染

症対策に関する東京 2020 大会協議会」（以下、「協議会」という。）が発足した。 

 

② 東京 2020 大会における神奈川モデル 

３回にわたる協議会において陽性者発生数シミュレーションを行った結果、県の医療提供体

制に与える影響、負荷は限定的であることが確認でき、「東京 2020 大会における神奈川モデ

ル」（下記の図）の枠組みで整理することとし、関係機関から合意を得た。また、協議会での議

論を踏まえ、組織委員会からは、大会関係者は入国から出国までの間、厳格な行動管理を行う

ことなどが方針として示された。 

結果として、事前キャンプ及び大会開催期間を通じて、県内に宿泊した海外選手団や海外の大

会関係者から新型コロナウイルス感染症の患者は発生せず、安全・安心な大会の実現となった。 

 

＜東京 2020 大会における神奈川モデル＞ 
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第８部 

重症化を予防する取組 

（令和３年９月～12 月） 

１ 第５波で得られた知見 

（1）病床ひっ迫 

第５波では病床確保フェーズを４まで上げ、最大の病床数を確保したが病床使用率は 80％台とな

った。入院優先度判断スコアを Ver.3 に更新することや、医師が延期できると判断した入院・手術

の一時停止を要請する通知を改めて出すなど、対策を講じて乗り切ることができた。 

しかし、更なる大きな波が来た時に備え、医療提供体制を増強することが必要となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）新たな治療方法の登場 

第５波収束の要因の一つとしてワクチン接種の進展があった。さらに、PCR 検査に比べて安価で

自分で使用できる抗原検査キットが普及するとともに、重症化を防ぐ中和抗体療法も可能となった。

日常医療の基本概念となる手段を手に入れたことで、これらを活用した対策が可能となった。 

ワクチン接種が進んだことや中和抗体療法の登場などで、県の取組方針が新型コロナウイルスの

まん延防止に重点を置いた取組から、重症化を予防して病床ひっ迫を避ける取組に重点を置く方針

へと変化していくこととなった。 

 

＜予防から発症後の治療及び緊急時の対応＞ 
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２ 冬季に向けた備え ９月～12 月 

（1）医療提供体制の強化 

① 病床確保フェーズの見直し 

第５波で病床使用率が 80％を超え、医療機関において、コロナ患者の入院に対応するため、一

般医療を制限する状態となった。次の波でも同様の事態が起こることを想定し、「病床確保フェ

ーズ」の考え方の中に 11月 22 日の新型コロナウイルス感染症対策本部会議で緊急的な対応とし

て、一般医療を制限する「災害特別フェーズ」を新たに設け、最大 2,500 床の病床を確保した。 

 
 

② 自宅療養者へのサポート強化 

第５波では、自宅療養者の容態悪化も多く発生したため、早期に療養者を治療につなげるため、

令和３年３月より開始した地域療養の神奈川モデルの適用地域を順次拡大させていき、年内には

県の全 33市町村で稼働することとなった。 
 
（2）重症化予防を目的とした施策 

① 薬剤について 

早期の投薬により、重症化の予防と自覚症状の改善を図るため、令和３年８月 20 日の神奈川

県早期薬剤処方の指針に改定を加えながら運用するとともに、９月27日、治療薬の開発を支援す

る経口治療薬治験への協力体制の整備を行い、宿泊療養施設において治験事業に協力する体制を

整えた。 

＜経口治療薬治験協力体制の流れ＞ 
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② 中和抗体療法 

９月 14 日、基礎疾患があるなど一定の条件を満たし、重症化リスクのある軽症・無症状者を対

象に、重症化予防の効果がある中和抗体療法を実施する中和抗体療法の神奈川モデルを整備した。 

中和抗体療法を外来、入院で投与ができるよう、中和抗体療法拠点病院を指定し患者選定、搬

送、治療、投与後の健康観察、投与実績が把握できる仕組みを構築した。 

＜中和抗体療法体制図＞ 

 

 

③ ワクチン接種 

市町村が行う住民接種を補完する目的で、７月から県独自の大規模接種会場を設置し、ワクチ

ン接種を促進してきた。 

最初の対象は福祉施設等従事者のみであったが、対象者を教職員などに増やしてきた。 

そして、「接種を希望する方が 11 月末までに２回の接種を終えること」を目指し、10 月 16 日

から県内在住・在勤・在学のすべての満 12歳以上の方に拡大した。 
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第９部 

オミクロン株の流行（第６波） 

（令和４年１月～５月） 

１ グラフで見る感染状況 

新規感染者数 

 

 

病床使用率 

 



44 

（1）特徴 

① オミクロン株の流行 

国内でオミクロン株は 12 月以降徐々に市中感染が増加し、県内では令和４年１月３日に初感

染者が出るなど、１月には主流の株となった。 

デルタ株と比較すると重症化率は低いが、感染性が高い株であった。そのため、爆発的に新規

陽性者が増加し、疑い患者が即時に発熱診療等医療機関の診療を受けることが困難となった。 

また、新規感染者数の増加によって、医療機関から提出される発生届に係る事務作業や濃厚接

触者の特定などが保健所で遅滞したほか、当初は海外からの入国者に感染者が発生した場合は機

内で前後２列の座席を利用した者が濃厚接触者として扱われていたが、その基準を大きく超えて、

同じ航空機に搭乗した者すべてを濃厚接触者とみなす対応がとられ、これらの者の隔離措置や健

康観察に保健所等のリソースが割かれた。 
 

② 中等症・軽症病床のひっ迫 

感染性が高い特徴があったため、新規陽性者の急増とともに、高齢者施設等のクラスターが多

く発生した。 
この影響もあり特に中等症・軽症病床がひっ迫し、入院調整が困難となり緊急搬送に時間を要

するケースも発生した。中等症・軽症病床のひっ迫を防ぎつつ、より重症化リスクが高い患者に

支援を集中させる必要性が出てきた。 
 

２ 重点的な取組 

（1）療養体制の強化 

① 重点観察対象者の設定 

新規感染者数の爆発的増加により、療養者数も爆発的に増加した。 

宿泊療養施設の拡大などを図る一方で、重点的に療養支援を行う患者を重点観察対象者とし、

対象となるリスク因子を定め、重症化リスクの高い患者の健康観察を重点的に行う体制へ変更し

た。 

重点観察対象者…次のいずれの条件を満たす療養者。１月 28 日に設定し、２月 24 日に改訂。 

 50 歳以上もしくは５歳以下（２月の改定で 65 歳以上もしくは２歳未満） 

 SpO2 値 95 以下 

 重症化リスク因子あり（２月の改定で 40 歳～65 歳で重症化リスク因子あり） 

 妊娠している者 
 

② 自主療養届出制度の開始 

新規感染者数の増加により、発熱診療等医療機関の診療業務や保健所の発生届処理業務が増大

し、その軽減が必要となった。 
この対策として、１月 28 日、自主療養届出制度を構築し、発熱等コロナの疑いのある方が自

身で抗原検査キット等によるセルフテストを実施し、陽性となった際に、発熱診療等医療機関や

保健所を通さずに自宅で療養を開始し、県が自主療養届出書を発行することで陽性者と認定する

仕組みを整えた。 



45 

また、３月１日から、自主療養者に対しても療養証明書（自主療養専用）の申請受付を開始し、

３月 21 日から発行を開始したことで制度の利用が促進され、発熱診療等医療機関のひっ迫解消

に大きく寄与した。 
 

＜自主療養者の定義＞ 

 
 

③ 保健所業務の負担軽減 

新規感染者数の増加による保健所の健康観察業務軽減のため、２月 22 日、携帯電話番号宛に

メッセージを送れるショートメッセージサービス（SMS）を使った療養案内など LINE 等を用い

た健康観察システムを強化し、より多くの患者の健康観察を行うシステムを整備した。 

さらに１月 28日より疫学調査を行う対象機関を限定し、学校等では基準に基づいてそれぞれ

の施設で濃厚接触者を認定することで更なる負担軽減を実施した。 
 

＜濃厚接触者の待機期間＞ 

・令和４年２月２日厚生労働省通知での濃厚接触者の待機期間 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

検査方法は薬事承

認された抗原定性

検査キットを必ず

用いることとされ

ている。 

 

勤務を継続する医

療従事者は PCR 検

査（抗原定量検査

含む）が望ましい

とされている。 
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・令和４年３月 16 日厚生労働省通知での濃厚接触者の待期期間 

 
※１：高齢者・障害児施設、医療機関、保育所（地域型保育事業所及び認可外保育施設を含む）、幼稚園、

認定こども園、小学校、義務教育学校、特別支援学校及び放課後児童クラブの従事者を指す。 
※２：そのほか、ハイリスク者との接触やハイリスク施設への不要不急の訪問、感染リスクの高い場所へ

の利用や会食等を避け、マスクを着用すること等の感染対策を求める。 

 

（2）中等症・軽症者の対策 

① 入院受入体制の強化 

１月 21 日に中等症・軽症者の病床確保フェーズを一般医療の制限を伴う「災害特別」に引き

上げ、重症に係る病床確保フェーズも２月 10 日に「災害特別」へ引き上げ、最大の病床数の確

保を行った。加えて、コロナ病床の回転率を上げるため、コロナの退院基準を満たした患者の

転院促進や医療提供体制の強化について協力を要請した。さらに、２月１日にかながわ緊急酸

素投与センターを再稼働させた。 

 

② ワクチンの３回目接種 

３回目ワクチン接種の接種間隔が８か月から６か月に前倒しとなり、医療従事者や重症化リス

クが高い高齢者施設等入所者及び従事者への追加接種が早期に完了するよう、市町村と考え方を

共有し、接種促進を図った。 
その後、初回接種完了者すべてに追加接種の機会を順次提供し、発症・重症化予防に努めた。 

 
③ 高齢者施設に対する中和抗体療法 

１月７日、高齢者施設で陽性の利用者が発生した場合、高齢者施設に県に登録された高齢者施

設内往診協力医療機関の医師等が往診して中和抗体療法を行うことで、陽性者の重症化を予防す

るとともに、高齢者施設内での療養継続を支援することで中等症・軽症病床のひっ迫を防ぐ取組

を開始した。 
 

３ 得られた知見と次への対策 

（1）中和抗体療法の加速 

デルタ株と比してオミクロン株は重症化率が低いものの、感染性が高いことが第６波で顕著とな

った。そのため、重症化リスクの高い軽症の療養者の症状が悪化して入院することを防ぎ、病床ひ

っ迫を回避することが重要となった。 

（備考） 

検査は原則自費検

査とする。 
 
施設や医療機関等

の従事者について

は、事業者が主体

となって検査体制

を確保する。 
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この考え方に基づき、３月 18 日から中和抗体療法を推進する取組を開始し、重症化リスクが高

い療養者に、県が直接中和抗体療法の案内を実施し、中和抗体療法を行う病院とマッチングする取

組を始めた。 
 

（2）高齢者施設への対策 

第６波では高齢者施設から軽症の高齢者が病院に搬送され、中等症・軽症の病床を圧迫したこと

から、高齢者施設内で療養継続が可能な支援体制を構築することが求められた。 

そこで、４月 27日から、陽性者が発生した高齢者施設に対し、早期に検査を実施し施設内のゾー

ニング等感染対策を徹底することで、施設内における感染拡大を防止するため県が直接検体採取を

行う高齢者施設に対する検体採取チームの運用を開始し、中和抗体療法を推進する取組と合わせて

高齢者施設への対策を強化した。 

 

＜高齢者施設に対する検体採取チーム＞ 

 

 

（3）罹患後症状への対応 

   療養終了後も症状が継続する「罹患後症状」対応へのニーズが高まったことから、県医師会等と

の意見交換を重ね、かかりつけ医療機関や罹患後症状に対応している地域の医療機関を一次受け医

療機関、より専門的な治療を行う県内４大学病院を二次受け医療機関とした受診体制を構築し、１

月 17日から運用を開始した。 
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第 10 部 

オミクロン株 BA.5 の流行（第７波） 

（令和４年６月～９月） 

１ グラフで見る感染状況 

新規感染者数 

 
 

病床使用率 
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（1）特徴 

① オミクロン株 BA.5 の流行 

オミクロン株 BA.5 は５月に空港検疫で初めて確認され、本県では６月に初めて確認された。

７月から急激に感染が拡大し、７月末には主流の株となった。第６波の主流であった BA.2 に比

べると、感染性は 1.4 倍と更に高くなっていたが、重症化率は低いままであり、重症患者数の

割合はむしろ低下していた。しかし、連日、１万人を超える新規感染者が発生し、発熱診療等

医療機関がひっ迫した。 

 
② 中等症・軽症病床のひっ迫と BA.5 対策強化宣言の適用 

国は、７月 29日に「BA.5 対策強化地域」を新設した。これは、病床使用率が概ね 50％超又は

昨冬のピーク時を超える場合、かつ、入院患者が概ね中等症以上等の入院医療を必要とする者で

ある場合など、医療の負荷の増大が認められる場合に、地域の実情に応じて都道府県が「BA.5 対

策強化宣言」を行い、住民や事業者に協力要請や呼びかけを実施するものである。 

本県の中等症・軽症の病床使用率が 80％を超え、医療体制のひっ迫が現実化し、重症化リスク

の高い者に医療資源を重点化することが必須となった。 

このことから、８月２日に「かながわ BA.5 対策強化宣言」が発出された。 

 

２ 重点的な取組 

（1）軽症者の対策 

① 抗原検査キット配送事業（無料配布） 

発熱診療等医療機関の外来受診がひっ迫している状況を鑑み、重症化リスクの低い人を積極的

に自主療養届出制度へ誘導することを目的に、抗原検査キットを迅速に配布するシステムを構築

し、８月５日から発熱診療等医療機関や薬局、行政機関を通じて県民に無料配布した。 
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② 自主療養届出制度の推進 

第７波の新規感染者急増の中で、限られた医療資源を重症化リスクの高い方へ重点化するため

に、軽症で重症化リスクの低い方は医療機関を受診せず、自主的に自宅療養する自主療養届出制

度の促進を行った。事業者に対し、従業員や児童生徒等から療養を証明のために、医療機関の受

診を求めないよう働きかけた。 
また、自主療養届出制度を利用した場合でも、各保険会社への保険金請求が可能であることを

周知した。 
 
③ 健康観察の限定 

非重点観察対象者の発生届が簡略化されたことにより、８月９日から医療・介護サービスをシ

ームレスにつなぎ多職種連携をサポートするシステム（Team）を活用したフォローアップシステ

ムの新規登録から非重点観察対象者を除外した。 

 
④ 高齢者コロナ短期入所施設の開設 

新型コロナウイルスの感染者であるが入院の必要のない 65 歳以上の高齢者で、必要な介護・

看護が受けられなくなった方や、従来の宿泊療養施設への入所基準に適合しない方に対応する新

たな宿泊療養施設を、８月 24日に県立さがみ緑風園に設置した。 

 

（2）全数届出の見直しに係る陽性者登録窓口の開設 

全国一律で９月 26 日から医療機関による発生届出対象を、65 歳以上の方、入院を要する方、妊

娠している方、重症化リスクがある方に限定することとなった。 

それに伴い、県は９月 25日で自主療養届出制度を終了し、９月 26日から陽性者登録窓口を開設

した。発生届対象外の方を対象に、医療機関で新型コロナウイルス陽性と診断された方及び抗原検

査キットでのセルフチェック等で陽性と判定された方が、新型コロナウイルス陽性者として登録す

ることで、療養支援を受ける仕組みを構築した。 
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３ 得られた知見と次への対策 

（1）非対面診療の推進 

オミクロン株 BA.5 は従来の株よりも重症度は低いが感染性が高かったため、発熱外来がひっ迫

した。そのため、季節性インフルエンザとの同時流行に備えて、抗原検査キットの備蓄・活用促進

に加え、オンライン診療体制の強化を図ることで、外来診療のキャパシティを確保した。 

 
（2）高齢者に対するワクチン接種の推進 

デルタ株による第５波では、40〜50 代の重症患者数が最も多かったのに対し、オミクロン株によ

る第６、７波では 60 代以上の患者が最も多くなった。また、従来のオミクロン株（BA.1、BA.2）に

比べると、BA.5 株は非常に感染性が高かったため、中等症・軽症の病床使用率が跳ね上がり、病床

を圧迫した。 

従って、第８波に備えて、重症化リスクの高い高齢者に対し、特にワクチン接種を進めていく必

要があった。そのため、従来型のワクチンに比べて、増加する抗体の量が 1.5 倍から 1.75 倍程度

とされるオミクロン株対応ワクチンについて、県ホームページや県のたより、知事定例記者会見、

新聞広告、LINE パーソナルサポートなどの SNS を活用して広報した。 
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第 11 部 

オミクロン株 BA.5 の流行（第８波） 

（令和４年 10 月～令和５年５月７日） 

１ グラフで見る感染状況 

新規感染者数 

 

 

病床使用率 
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（1）特徴 

① オミクロン株 BA.5 亜系統の流行 

夏をピークに減少傾向にあった新型コロナウイルス感染症の新規感染者数は、10 月後半に下

げ止まりが見られ、11月に入り増加に転じた。12月中旬には１日の感染者が１万人を超えるよ

うになり、その後も緩やかに増え続けたが、１月上旬をピークに減少に転じた。 

変異株の動向については、ほとんどが BA.5 亜系統であり、感染性の増強や中和抗体への抵抗

性から脅威が喧伝された BA.2.75 や BQ.1 系統は、感染例が増えることはあっても、それによっ

て流行が左右されるほどの勢いには至らなかった。 

 
② 病床のひっ迫 

10 月中旬には 20％を下回っていた病床使用率は、11 月に入り患者の増加に合わせるように上

昇に転じた。更なる入院者の増加が見込まれたことから、11 月 16 日に、特に入院者数が増えて

いる中等症及び軽症の病床について、フェーズを「１」から「３」に引き上げた。 

また、患者数の増加が続き、加えて、季節性インフルエンザとの同時流行への警戒も必要にな

ってきたことから、12 月 27 日、年末年始における医療のひっ迫を回避するため、医療ひっ迫の

レベルを「レベル３：医療負荷増大期」に引き上げた。 

 

２ 重点的な取組 

（1）オンライン診療の推進 

コロナ第８波と季節性インフルエンザの同時流行が懸念されたことから、発熱外来のひっ迫を緩

和し、外来の診療枠の拡大を図るため、重症化リスクの低い人が、パソコンやスマートフォンを活

用して医療機関に行くことなく診察を受けられる「オンライン診療」を推進することが求められた。 
そこで、県医師会や郡市医師会の協力の下、郡市医師会が運営する休日急患診療所を拠点とし、

抗原検査キットによる検査でコロナ陽性と判定された重症化リスクの低い方を対象に、地域の医師が

輪番でオンライン診療を行うかながわコロナオンライン診療センターを開設した。 
12 月 18 日に「かながわコロナオンライン診療センター（川崎）」を開設し、その後、令和５年１

月末までに藤沢、相模原、横浜の計４か所を開設した。 

また、新型コロナウイルス感染症等の感染が疑われる発熱患者に対するオンライン診療を実施す

る病院・診療所を増やすため、その環境整備に係る初期経費の支援をするオンライン診療等環境整

備費補助事業も併せて実施した。 

＜かながわコロナオンライン診療センターの概要＞ 
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（2）医療ひっ迫状況のレベル分類の改定 

11 月に国から新たなレベル分類の考え方が示されたことから、11 月 29 日、医療のひっ迫度に

着目する基本的な考え方は維持しながら、オミクロン株に対応したレベル分類に改定した。 

具体のレベルは、「保健医療の負荷の状況」、「社会経済活動の状況」、「感染状況」に関する事象

等を踏まえ、県が総合的に判断して決定することとなった。 

＜令和４年 11 月 29 日以降のレベル分類＞ 

 

・レベル判断については、上記表記載の基準を参考に、総合的に判断し、決定する。 

・個々の具体的対策を講じる時期については、表記載の状況等を総合的に判断し、柔軟に対応する。 

・病床使用率、重症病床使用率は、指標ではなく、参考情報として扱う。 

 
（3）下水疫学調査 

県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベーション研究科と連携して、新型コロナ感染症対策におけ

るデータを分析する「感染者情報分析 EBPM プロジェクト」の一環として、令和３年 11 月から令和

５年３月にかけて、下水中の新型コロナウイルスの遺伝子量を調査し、より正確な感染状況の把握

や変異株の把握、そして感染予測への応用に向けた研究を実施した。 

下水疫学調査は、ウイルスを検知する感度が高く、新興感染症が起こった際にも、試薬があれば

迅速に分析が可能であり、いち早く流行をとらえ、県民に周知できる役割も担える可能性があるこ

とから、令和５年度以降も継続して研究を実施している。 
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（4）通常医療への移行に向けた取組 

新型コロナウイルス感染症の陽性者は、感染症法等に基づき行政機関が主体となり入院調整を

行ってきた。 

今後、現状の行政機関が主体となっている体制から通常医療の中で医療機関が主体となる体制に

移行が見込まれることから、その移行をサポートする仕組みとして、入院調整サポートシステムを

整備した。 

本システムは、受入医療機関の病床の空き状況を検索できるようにするとともに、受入医療機関

に対して事前に入院を希望する患者の情報を送信することで、入院調整に要する時間短縮が期待さ

れるものであり、11 月 25 日に鎌倉市、12 月 23 日からは川崎市においても試験的な利用が開始さ

れた。 

 

＜入院調整サポートシステムの概要＞ 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・医療機関検索機能 
医療圏ごとに搬送したい患者の症状等の

条件で検索し、受入可能な病床数や条件

等も確認できる。 
 
・患者情報送信機能 

Web 上に患者情報を入力できるフォーム

を用意し、入院調整をしたい医療機関に

対し、事前に情報を送信できる。受入側

はメールでその内容を確認可能。 
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第 12 部 

日常の保健医療体制への移行に向けて 

 

１ 保健医療体制を段階的に日常体制へ近づけるための検討 

(1) 背景 

令和４年１月に初めて県内においてオミクロン株の市中感染が認められたが、その後、BA.1 系

統、BA.2 系統、BA.5 系統及びそれらの下位系統の感染拡大がみられたものの、新たな変異株の出

現及び流入は見られないまま、数か月が経過した。 
令和４年５月頃より、厚生労働省の新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード等で

は、発熱外来のひっ迫軽減等を目的として、発生届の項目を削減する案等が議論され始めていた。

しかし、保健所等の現場運用が抜本的に見直されないままでの一部の省力化は現場の混乱を招く

おそれがあるため、こうした案が採用された場合の考え方の整理が急がれた。 
そこで、従来株やデルタ株と比べ、感染性は高いものの重症化する傾向が低いオミクロン株の特

性や、ワクチンや抗ウイルス薬等の治療法の開発等、新型コロナ対応初期との状況の違いを踏ま

え、当該株のまん延が継続することを与件として、令和４年６月より、県は独自に、新型コロナウ

イルス感染症の保健医療体制を段階的に日常体制に移行させる検討を開始した。 
 

(2) 感染対策指針の策定 

新型コロナウイルス感染症発生初期より、感染者の発生を極力抑えることを目的に、社会経済活

動は抑制され、医療機関や福祉施設等においては、厳格な感染対策を実施するなど、ゼロコロナを

目指す施策が行われてきた。 

しかし、その後の研究の蓄積によりウイルスの感染経路の特徴等が判明してきたことを受け、令

和４年６月８日厚生労働省アドバイザリーボードにおいて、専門家有志により「“効果的かつ負担

の少ない”医療・介護場面における感染対策」が提言された。これを受け、厚生労働省は同内容で、

６月 20 日に通知を出した。 

県は、令和４年６月 30日、神奈川県新型コロナクラスター対策チーム（C‐CAT）等の感染症の

専門家と共に策定した「神奈川県新型コロナウイルス感染対策指針 医療・福祉編」案を令和４年

度第１回神奈川県感染症対策協議会において提案し、７月８日、神奈川県感染症医学会と連名で

発表した。 

当該指針は、厚生労働省通知をさらに噛み砕き、医療機関や福祉施設等における日常や感染者発

生時の各場面において、患者や施設利用者、職員、家族等の面会者等が行うべき感染対策について

具体に示したものであり、この策定は、ゼロコロナからウィズコロナへの社会の受け止めの変化

を提案するものであった。 
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(3) 新型コロナウイルス感染症の保健医療体制を段階的に日常体制へ近づけるための検討 

令和４年６月 30 日、令和４年度第１回神奈川県感染症対策協議会において、県独自に「新型コ

ロナウイルス感染症の保健医療体制を段階的に日常体制へ近づけるための検討」をテーマに議論

し、県内保健所、医療機関、関係団体等と方向性を共有した。 

 

 
その後、令和４年８月２日に、専門家有志による『「感染拡大抑制の取り組み」と「柔軟かつ効率

的な保健医療体制への移行」についての提言』が国に対して行われ、「感染症法上の取り扱い変更の

ための２段階の移行案」が提言されると、これに呼応する形で、令和４年８月 12 日の第２回神奈川

県感染症対策協議会において、「新型コロナウイルス感染症の保健医療体制を段階的に日常体制へ近
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づけるための考え方（行政サービス編）」を議論した。 

これによって、感染症法上の位置づけ変更に向けて、入院調整、療養者の健康観察、宿泊療養施設

の運営等の県や保健所が実施している様々なサービスについて、専門家有志提言の「２段階の移行

案」を踏まえ、更に段階を刻んだうえで、段階的にサービス移行していく将来構想を示した。 

 
 

さらに、令和４年９月５日、第３回感染症対策協議会において、発生届出対象の限定化を踏まえた

上での、行政サービスの移行方針について議論を深めた。 
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２ 全数届出の見直し 

(1) 緊急避難措置としての発生届出対象の限定化 

令和４年８月 22 日、加藤厚生労働大臣と黒岩知事とのオンライン会議が開催され、全症例把握

から陽性者数把握への転換及び、プッシュ型の健康観察から、体調悪化時に相談を受けてから実施

するプル型の健康観察への転換を提言した。 

この２日後、８月 24 日に内閣総理大臣は記者会見を行い、翌 25日、厚生労働省は、医療ひっ迫

時における緊急措置として、発生届出の対象を高齢者等に限定することを発表した。県は、患者把

握のためのシステム改修及び、発生届出なしに個人特定を行う方法の明示等を求め、対応は保留と

した。 

 

(2) 全数届出の見直し 
緊急措置的に行われてきた発生届出の限定化が、システムの改修等が完了したことにより、令和

４年９月 26 日より全国一斉に施行された。県においても、行政措置・サービスの変更について整理

し、第 67回新型コロナウイルス感染症神奈川県対策本部において発表した。 
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（3）陽性者登録窓口の開設 

９月 25 日で自主療養届出制度を終了し、同 26 日から陽性者登録窓口を開設した。発生届の対象

外の方を対象に、医療機関で新型コロナウイルス陽性と診断された方及び抗原検査キットでのセル

フチェック等で陽性と判定された方が、新型コロナウイルス陽性者として登録することで、療養支

援を受けるシステムを構築した。 

 

 

３ 感染症法上の類型変更 

(1) 国への要望 

令和４年 12 月頃より、厚生労働省アドバイザリーボード等において感染症法上の類型変更にか

かる具体的な議論が開始された。県は、令和５年１月 19 日開催の第 5 回神奈川県感染症対策協議

会において、かねてよりの議論をさらに深め、「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づ

けの変更に係る考え方について」を取りまとめ、類型変更に際して経過措置・恒常的措置が必要な

事業を付記した上で、厚生労働大臣へ要望を提出した。 

 

＜類型変更に際して経過措置・恒常的措置が必要な事業＞ 

分類（事業） 方針 
継続期間 

（継続期間） 
法律 

① 相談窓口 コロナに関する総合的な相談窓口のみを継続 ６か月程度 感染症法 

② 入院調整 

医療機関間の調整を基本とし、ひっ迫時には

行政による支援 ６か月程度 感染症法 

一般医療への展開が可能な「入院調整用シス

テム」を構築し活用 恒常的 医療法 
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③ 医療費 
高額療養費制度の対象とならない程度の、高

額な医療費及び治療薬に対する国からの費用

負担が必要 

少なくとも

１年程度 感染症法 

④ 施設の感染管

理支援 

集団感染に対する保健所の対応の強化（必要

時に感染管理の専門家等の派遣・検査） 恒常的 感染症法 

集団感染に対する施設の対応の強化 
（物資備蓄の啓発、集団感染発生時における

施設職員派遣の仕組み、保健所への陽性者発

生の報告の徹底、感染症に係る業務継続計画

の策定・定期的な訓練の義務化） 

恒常的 
老人福祉

法・介護

保険法等 

⑤ ワクチン 
接種体制 

臨時接種である間は、接種体制、副反応対応

に関する財政負担 

定期接種に

移行するま

で 

予防接種

法 

⑥ 医療機関の感

染管理・診療 

外来、入院及び在宅診療の実働に応じた補助

等を実施（救急医療管理加算、院内トリアー

ジ加算等の継続。現行の感染対策向上加算は

要件を緩和し、感染管理の大きな負担に対し

見合うように増額。在宅診療に対する加算等

の新設） 

少なくとも

１年程度 

医療法・

健康保険

法等 

⑦ 
医療機関・高

齢者施設間の

連携強化 

施設の協力医療機関のより積極的な参画を促

すための支援策の創設 恒常的 
医療法・

健康保険

法等 

協力医療機関と高齢者施設間の連携の徹底を

図るよう運営基準等に位置付け 恒常的 
老人福祉

法・介護

保険法等 

⑧ 罹患後症状対

応 一般医療の中に罹患後症状の診療体制を確保 恒常的 
医療法・

健康保険

法等 

⑨ 水際対策 

国の責務において、国際クルーズ船での入国

前把握の徹底（乗員・乗客名簿の事前提出） 
新興再興感染症発生時は検疫主体の迅速な対

応の徹底（隔離、搬送調整、自治体連携） 

恒常的 検疫法 

 

(2) ５類への移行方針決定 

国は、県が要望書を提出した翌日の令和５年１月 20 日に首相が会見にて方針を発表するととも

に、１月 27 日には、新型コロナウイルス感染症対策本部を開催し、オミクロン株とは大きく病原

性が異なる変異株が出現するなどの特段の事情が生じない限り、令和５年５月８日から新型コロ

ナウイルス感染症について、感染症法上の新型インフルエンザ等感染症に該当しないものとし、

５類感染症に位置づけることを決定した。 

また、令和５年３月 10日、同じく政府新型コロナウイルス感染症対策本部により、位置づけの

変更に伴う医療提供体制や患者等への対応について、医療提供体制及び公費支援の見直し等の具

体的な方針を決定した。 

これにより、県は、行政サービスの変更方針を決定し、令和５年３月 29日、「新型コロナウイ
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ルス感染症の類型変更に係る神奈川県の対応について」記者発表を行った。 

 
 

さらに、令和５年４月 18 日、令和５年度第 1 回神奈川県感染症対策協議会における、５類移行

後の適切な医療提供体制について議論を行い、入院、外来、入院調整、高齢者施設等への支援の方

針を決定した。 

政府方針に併せ、５類移行後も９月末を目途とした当面の間は、病床の確保や外来対応医療機関

の指定により医療を確実に提供するとともに、重症化リスクの高い高齢者への支援については、保

健所により重点的に行うこととした。 
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(3) ５類への移行 

令和５年４月 28 日、厚生労働省令第 74号「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律施行規則の一部を改正する省令」が公布され、新型コロナウイルス感染症は感染症法上の５

類感染症に位置付けられ、同５月８日より施行された。 
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付属資料 国内外の感染動向と国・県の取組 
 

日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和２年１月 14 日 神奈川県内の医療機関から管

轄保健所に対して、県内に居住

する中国武漢市の滞在歴があ

る肺炎患者の発生が報告され

る 

    

令和２年１月 15 日 国立感染症研究所の検査で、上

記患者が新型コロナウイルス

陽性であることが確認される

（国内最初の感染者） 

   

令和２年１月 16 日     ・１月 15 日の国内最初の感染

者の確認を受け、新型コロナウ

イルスに関連した肺炎の患者

の発生を記者発表 

 

・危機管理対策会議幹事会を開

催し、専用ダイヤルの設置等を

検討 

令和２年１月 17 日 ・武漢の帰国者の中から無症状

病原体保有者を国内初めて確

認 

新型コロナウイルスに関連し

た肺炎患者の発生に関わる注

意喚起 

  

令和２年１月 25 日     神奈川県新型コロナウイルス

肺炎専用ダイヤル設置 

令和２年１月 28 日   新型コロナウイルス感染症を

指定感染症と検疫感染症とす

る閣議決定 

  

令和２年１月 29 日   新型コロナウイルスに関わる

厚生労働省健康フォローアッ

プセンターの設置 

  

令和２年１月 30 日 WHO「国際的に懸念される公衆

衛生上の緊急事態」宣言 

政府対策本部を設置   

令和２年２月１日 香港で下船したダイヤモンド・

プリンセス号（以下、DP 号）の

乗客が罹患していたことが確

認される 

新型コロナウイルス感染症を

指定感染症と検疫感染症とし

て定める政令が施行される 

県民向け相談ダイヤルを「新型

コロナウイルス感染症専用ダ

イヤル」に名称変更 

令和２年２月３日 DP 号横浜港入港、検疫を開始 医師による新型コロナウイル

ス感染症患者の発生届基準作

成 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和２年２月４日     【DP 号】県から神奈川 DMAT に

派遣相談県内外への医療機関

への広域搬送を開始 

令和２年２月５日     【DP 号】DMAT 調整本部を設置・

神奈川 DMAT に派遣要請・患者

搬送開始 

令和２年２月６日     【DP 号】神奈川 DMAT 活動開始 

令和２年２月７日   【DP 号】厚生労働省 DMAT 事務

局が DMAT ロジスティックチー

ム隊員派遣要請 

県ホームページに「新型コロナ

ウイルス感染症について」を公

開（後の新型コロナウイルス感

染症対策ポータル） 

令和２年２月８日   【DP 号】DMAT ロジスティック

チーム隊員活動開始 

  

令和２年２月９日     新型コロナウイルス感染症患

者の結核指定医療機関、感染症

指定医療機関以外の医療機関

への入院が可能となる 

令和２年２月 10 日 
 

【DP 号】厚生労働省 DMAT 事務

局が DMAT 派遣要請・DMAT 活動

開始 

帰国者・接触者相談センターの

設置 

 

【DP 号】新型コロナウイルス対

策本部設置 

令和２年２月 11 日 新型コロナウイルスの正式名

称を「COVID-19」に決定 

    

令和２年２月 13 日 神奈川県で国内最初の死者を

確認 

【DP 号】厚生労働省 DMAT 事務

局が県庁での本部活動を本格

的に開始 

  

令和２年２月 15 日   【DP 号】厚生労働省 DMAT 事務

局が神奈川DMATも含めたDMAT

派遣要請を一括して行う 

  

令和２年２月 17 日   新型コロナウイルス感染症に

ついての相談・受診の目安公表 

  

令和２年２月 19 日     【DP 号】下船条件を満たす乗客

の下船開始 

令和２年２月 21 日     【DP 号】PCR 陽性の乗客の搬送

完了 

令和２年２月 23 日   【DP 号】DP 号の下船者に対す

る健康フォローアップ 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和２年２月 25 日   新型コロナウイルス感染症対

策の基本方針を発表 

コロナ情報収集チーム発足 

令和２年２月 26 日   【DP 号】DMAT による医療支援

の終了 

・県の基本方針を策定・新型コ

ロナウイルス感染症に係る危

機管理対策本部の設置 

 

【DP 号】確認された感染者 769

名を全国 15 都府県に搬送完了 

 

【DP 号】DMAT 本部解散新型コ

ロナウイルス感染症に係る危

機管理対策本部を設置 

令和２年２月 27 日   「COVID-19 に対する抗ウイル

ス薬による治療の考え方」を発

表 

  

令和２年３月１日     帰国者・接触者相談センターの

24 時間対応を実施 

 

【DP 号】全員の下船が完了 

令和２年３月２日     新型コロナウイルス感染症に

係る危機管理対策本部の下部

組織として、新型コロナウイル

ス感染症対策部会発足 

令和２年３月３日     県ホームページに「新型コロナ

ウイルス感染症対策サイト」を

公開 

令和２年３月５日     LINE 公式アカウント「新型コロ

ナパーソナルサポート（行政）」

を開設し、LINE パーソナルサポ

ートの配信を開始 

令和２年３月６日   PCR 検査の公的医療保険適用

開始 

全病院モニタリング調査開始 

令和２年３月 10 日   新型コロナウイルス感染症を

「歴史的緊急事態」に指定 

  

令和２年３月 11 日 WHO が新型コロナウイルス感染

症のパンデミック（世界的な大

流行）を宣言 

    

令和２年３月 13 日   新型インフルエンザ等対策特

別措置法の一部を改正する法

律成立 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和２年３月 16 日     新型インフルエンザ等対策特

別措置法の改正に伴い、「新型

コロナウイルス感染症に係る

危機管理対策本部」から「新型

コロナウイルス感染症神奈川

県対策本部」に移行 

令和２年３月 19 日     感染症対策協議会で医療提供

体制「神奈川モデル」のベース

となる考え方を協議 

令和２年３月 24 日 東京 2020 オリンピック・パラ

リンピック競技大会の延期を

発表 

    

令和２年３月 25 日     緊急医療体制「神奈川モデル」

発表 

令和２年３月 26 日   ・患者受け入れを都道府県単

位で調整する「都道府県調整本

部」の設置依頼 

 

・新型インフルエンザ等対策

特別措置法に基づく政府対策

本部の設置 

県対策本部が特措法に基づく

本部に移行 

令和２年４月１日 日本医師会「医療危機的状況宣

言」公表 

  ・医療提供体制「神奈川モデル」

の運用開始 

 

・重点医療機関、高度医療機関、

地域外来・検査センターを設置 

令和２年４月２日   
 

神奈川モデル認定医療機関連

絡会議を設置（令和５年５月７

日までに計 37 回開催） 

令和２年４月７日 
 

    

令和２年４月８日 国内の死者 100 人超（DP 号除

く） 

  
 

令和２年４月 10 日   電話やオンラインによる診療・

服薬指導等の時限的・特例的取

扱いを認める 

全国初の宿泊療養施設の運用

開始（湘南国際村） 

令和２年４月 11 日 全世界の死者数 10 万人超える     

緊急事態宣言（１回目）発令 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和２年４月 13 日     ・LINE を活用した健康観察シ

ステムである神奈川県療養サ

ポートを開始 

 

・特措法に基づく臨時の医療施

設の設置を発表（稼働は令和２

年５月 18 日） 

令和２年４月 17 日   布製マスクの全戸配布開始 神奈川モデル・ハイブリッド版

を発表 

令和２年４月 18 日  国内の感染者１万人超える

（クルーズ船除く） 

    

令和２年４月 23 日   無症状及び軽症患者について

は宿泊療養を基本とすること

を示す 

  

令和２年４月 24 日     神奈川モデル・ハイブリッド版

の第一弾として、県内で初めて

横須賀市・横須賀市医師会・三

浦半島病院会が共同で、集合外

来・集合検査場を設置（その後、

県内全域へ拡大） 

令和２年５月 12 日     ・神奈川コロナクラスター対策

チーム（C-CAT）を創設 

 

・小児コロナ受入医療機関を設

置 

 

・保護者がコロナで入院等の際

に子供受入専用の児童福祉施

設を設置 

令和２年５月 13 日   抗原検査キットの薬事承認・保

険適用 

  

令和２年５月 15 日     発症 14 日後の PCR による陰性

確認を不要とする取扱い発表 

令和２年５月 18 日     ・全国初の臨時の医療施設が稼

働 

 

・精神科コロナ重点医療機関を

設置 

令和２年５月 22 日     神奈川警戒アラートを創設 

令和２年５月 25 日 
 

    

緊急事態宣言（１回目）解除 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和２年５月 26 日     ・LINE コロナお知らせシステ

ム運用開始 

 

・感染防止対策取組書を導入 

 

・周産期コロナ受入医療機関を

設置 

令和２年５月 29 日   ・「医療機関ごとの役割分担の

明確化」の必要性を指摘 

 

・新型コロナウイルス感染者

等情報把握・管理システム

（HER-SYS）開始 

  

令和２年６月９日     ・透析コロナ患者受入医療機関

を整備 

令和２年６月 12 日     医療機関の負担軽減を図るた

め、患者の退院の基準を 14 日

間から 10 日間へ短縮 

令和２年６月 19 日   ・新型コロナウイルス接触ア

プリ（COCOA）のリリース 

 

・抗原検査を薬事承認 

  

令和２年６月 25 日   抗原検査を保険適用   

令和２年６月 28 日 世界の感染者1,000万人超える     

令和２年７月３日     検査の神奈川モデルの構築 

令和２年７月 17 日   無症状者への PCR 検査や抗原

定量検査を可能とした 

神奈川警戒アラートを発動 

令和２年７月 22 日   GoTo トラベルキャンペーン開

始 

  

令和２年７月 28 日 国内の死者 1,000 人超える（ク

ルーズ船除く） 

    

令和２年８月１日     医療危機対策本部室を設置 

令和２年８月６日 神奈川県内で初めて1日の新規

感染者数が 100 人を超える 

    

令和２年８月７日   自宅療養の対象者を明確化   

令和２年９月 14 日     新たな宿泊療養施設を順次開

設し、宿泊療養体制を強化 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和２年９月 29 日 全世界の死者数100万人超える     

令和２年 10 月１日     発熱診療等医療機関の指定申

請の受付開始 

令和２年 10 月８日     発熱患者対応の神奈川モデル

を構築 

令和２年 11 月２日     ・自宅療養者に対する配食等サ

ービスの提供開始 

 

・発熱等診療予約センターを設

置（LINE による予約受付は１1

月９日から開始） 

令和２年 11 月８日 世界の感染者 5,000 万人超え

る 

    

令和２年 11 月 14 日     医療アラート発動 

令和２年 12 月７日     入院優先度判断スコアを導入 

令和２年 12 月８日 イギリスで新型コロナウイル

スのワクチン接種が始まる 

    

令和２年 12 月 14 日   GoTo トラベルキャンペーンの

年末年始における全国一時停

止 

  

令和２年 12 月 15 日     自宅療養者に酸素飽和度測定

器（パルスオキシメーター）を

貸与開始 

令和２年 12 月 24 日     ・音声対応 AI サービス LINE 

AiCall による安否確認を導入 

 

・病床使用の予測モデルを作成

し、LINE 等で県民に周知 

令和２年 12 月 25 日 国内最初の変異株（アルファ

株）症例が空港検疫で検出 

    

令和３年１月４日     神奈川モデル認定医療機関に

対し、コロナの病床確保及び救

急医療体制の堅持のため、医師

が延期できると判断した入院・

手術の一時停止を要請 

令和３年１月８日 
 

    

緊急事態宣言（２回目）発令 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和３年１月 13 日   外国人の入国を全面停止   

令和３年１月 15 日     神奈川モデル認定医療機関を

対象に第１回 COVID-19 臨床懇

談会を開催（令和５年５月７日

までに計 16 回開催） 

令和３年１月 27 日 世界の感染者数1億人を超える     

令和３年１月 28 日   自宅療養者へのパルスオキシ

メーターの活用検討を依頼 

  

令和３年２月１日     ・自宅療養者への健康観察の重

点化 

 

・AI 音声による健康観察ヒア

リングを開始  

                      

・「かながわ緊急酸素投与セン

ター」（HOT センター）を設置 

令和３年２月９日     「後方搬送の神奈川モデル」を

構築  

令和３年２月 13 日   新型インフルエンザ等改正特

別措置法が施行され、新型コロ

ナウイルス感染症が新型イン

フルエンザ等感染症（いわゆる

２類相当）に位置づけされる 

  

令和３年２月 17 日   国内で医療従事者へのワクチ

ン接種開始 

  

令和３年３月１日   医療従事者向けのワクチン接

種を開始 

令和３年３月５日     病床確保フェーズを設定 

令和３年３月９日   新型コロナウイルス感染症特

定流行国滞在者健康確認セン

ターを入国者健康確認センタ

ーに改称 

  

令和３年３月 21 日 
 

    

令和３年３月 22 日     ・病床確保に関わる協定締結の

取組を開始 

 

・新型コロナワクチン副反応等

相談コールセンターを設置         

緊急事態宣言（２回目）解除 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和３年３月 23 日     「地域療養の神奈川モデル」を

開始（藤沢市から開始し、県内

全域に拡大）                               

令和３年３月 28 日 空港検疫でデルタ株が検出さ

れる 

    

令和３年４月 12 日   高齢者向けワクチン接種開始   

令和３年４月 20 日 
 

    

令和３年４月 22 日     市町村と連携した自宅療養者

への生活支援事業を実施に向

けて、４市町村と協定締結（令

和４年４月14日までに20市町

村と締結） 

令和３年５月 14 日     高齢者施設従事者向けPCR検査

事業開始 

令和３年５月 25 日   医療機関への人工呼吸器無償

譲渡を開始 

  

令和３年５月 27 日     東京 2020 大会の開催に向けた

協議会を早急に設置する必要

がある旨を提言としてまとめ、

県知事から組織委員会会長に

提言書を手交 

令和３年６月４日     「東京 2020 大会における神奈

川モデル」を構築 

令和３年６月７日     LINE を活用した「新型コロナウ

イルスワクチン キャンセル枠

有効活用システム」導入 

令和３年６月９日   医療機関・高齢者施設への抗原

簡易キットの配布事業開始 

  

令和３年７月 17 日     県独自に福祉施設等従事者向

けワクチン大規模接種会場を

設置 

令和３年７月 19 日   中和抗体薬「ロナプリーブ注射

液」を特例承認 

  

令和３年７月 22 日     神奈川版緊急事態宣言発令 

令和３年８月２日 
 

    

まん延防止等重点措置（1 回目）発令 

緊急事態宣言（３回目）発令 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和３年８月３日   入院治療の重症化の高リスク

者への重点化等患者療養の考

え方を示す 

  

令和３年８月６日   濃厚接触者となった医療従事

者の一定条件のもと従事可能

である旨を周知 

神奈川モデル認定医療機関向

けに、肺炎や低酸素など、真に

入院が必要な方が入院できる

よう医師が延期できると判断

した入院・手術の一時停止を要

請する通知を発出 

令和３年８月７日     かながわ緊急酸素投与センタ

ーへの患者受入開始 

令和３年８月８日 国内のワクチン接種率（１回

目）が 50%を超える 

    

令和３年８月 17 日     ・積極的疫学調査におけるヒア

リング項目を簡素化 

 

・入院優先度判断スコアを

Ver.3 に移行 

令和３年８月 18 日     ・新型コロナウイルス感染症の

予測モデルを開発 

 

・病床のひっ迫のシミュレーシ

ョンを行い、その予測をLINEパ

ーソナルサポートで周知 

令和３年８月 20 日     県知事、県医師会長、県病院協

会の３者連名により、県内全医

療機関に対し、有症状者への早

期薬剤投与指針の通知を発出 

令和３年８月 22 日 
 

    

令和３年９月４日 国内のワクチン接種率(２回

目)が 50%を超える 

    

令和３年９月８日     Web フォーム「療養のための質

問票」による患者情報の聴き取

りシステム開始 

令和３年９月９日     抗原検査キットの幼保・小中学

校での実装的な配布を実施 

令和３年９月 14 日   通常医療との両立が重要であ

るという観点に立った「医療提

供体制の構築に関する基本的

な考え方」発出 

中和抗体療法の神奈川モデル

を構築 

まん延防止等重点措置(１回目)解除 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和３年９月 17 日   中和抗体薬の往診での投与開

始 

  

令和３年９月 27 日   ・抗原定性検査キットの薬局

における一般販売を可能とし

た 

 

・中和抗体薬「ゼビュディ点滴

静注液」が特例承認 

経口治療薬治験への協力体制

を整備 

令和３年９月 30 日 
 

    

令和３年 10 月 16 日     県独自の大規模接種会場での

ワクチン接種対象者を「県内在

住・在勤・在学のすべての満 12

歳以上の方」に拡大 

令和３年 11 月１日     相模川流域で下水疫学による

サーベイランスを開始 

令和３年 11 月 22 日     病床確保フェーズに災害特別

フェーズを新設し、最大 2,500

床の病床を確保 

令和３年 11 月 24 日 南アフリカでオミクロン株が

初めて確認される 

    

令和３年 11 月 26 日 WHO がオミクロン株を懸念すべ

き変異株（VOC）に指定 

    

令和３年 11 月 30 日 入国検査で国内初のオミクロ

ン株感染者を確認 

    

令和３年 12 月１日   国内でワクチン接種(３回目)

開始 

  

令和３年 12 月 17 日 オミクロン株の日本国内での

市中感染を初めて確認 

    

令和３年 12 月 20 日   新型コロナウイルス感染症予

防接種証明書のデジタル化開

始 

  

令和４年１月３日 県内初のオミクロン株感染者

を確認 

    

令和４年１月７日     高齢者施設に対する中和抗体

療法開始 

令和４年１月 13 日   抗原定性検査キットや PCR 検

査試薬の増産要請 

  

令和４年１月 14 日   濃厚接触者の待機期間を 10 日

間に短縮 

  

緊急事態宣言(３回目)解除 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和４年１月 17 日     罹患後症状に関する受診体制

を構築 

令和４年１月 21 日 
 

    

令和４年１月 28 日   ・濃厚接触者の待機期間を７

日間に短縮 

 

・感染急拡大時の外来対応と

して、医療機関の受診を経なく

ても健康観察を開始できる旨

の事務連絡 

・自主療養届出制度を開始 

 

・重点観察対象者を設定 

 

・保健所による疫学調査を行う

対象業務を限定 

令和４年２月１日     「かながわ緊急酸素投与セン

ター」を再稼働 

               

・コロナ患者を受け入れてい

ない病院へ、病床数の更なる

拡大や医療提供体制の強化に

ついて協力を要請 

令和４年２月 10 日   経口薬「パキロビッドパック」

特例承認 

  

令和４年２月 22 日     SMS（携帯電話のショートメッ

セージ）を使った療養案内を開

始 

令和４年２月 24 日     重点観察対象者、重症化リスク

因子の対象年齢の改訂 

令和４年３月１日     自主療養者用の療養証明書の

申請受付開始 

令和４年３月 18 日     中和抗体療法を推進する取組

を開始 

令和４年３月 21 日 
 

    

令和４年４月 13 日 世界の感染者数５億人を超え

る 

    

令和４年４月 27 日     高齢者施設に対する検体採取

チームの運用開始 

令和４年５月 23 日 日本に米国疾病予防管理セン

ター（CDC）の地域事務所の設置

を表明 

    

令和４年６月１日   １日当たりの入国者数を２万

人に引き上げ 

  

まん延防止等重点措置(２回目)発令 

まん延防止等重点措置(２回目)解除 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和４年６月 10 日   水際措置の見直し（添乗員付き

外国人観光客の受け入れ再開） 

  

令和４年６月 13 日   自衛隊大規模接種会場で４回

目ワクチン接種開始 

  

令和４年６月 14 日 神奈川県内の１日の新規感染

者数が 10 日連続 1,000 人を下

回る 

    

令和４年６月 17 日   「内閣感染症危機管理庁」の設

置を決定 

  

令和４年６月 22 日 BA.4 を検疫除き国内初確認     

令和４年７月８日     「神奈川県新型コロナウイル

ス感染対策指針（医療・福祉

編）」を発表 

令和４年７月 12 日 BA2.75 を検疫除き国内初確認    

令和４年７月 13 日      

令和４年７月 15 日      

令和４年７月 18 日 神奈川県内で初めて１日の新

規感染者数が 10,000 人を超え

る 

    

令和４年７月 22 日   濃厚接触者の待機期間を５日

に短縮 

  

令和４年７月 25 日   都道府県へ抗原検査キットを

無料配布 

  

令和４年７月 27 日 WHO が、24 日までの 1 週間当た

りの新規感染者数で日本が、世

界最多（約 97 万人）となった

と発表 

水際措置の見直し（帰国者・入

国者の待機期間を 7 日間から

５日間に短縮） 

  

令和４年７月 29 日   「BA.5 対策強化地域」を新設   

令和４年７月 30 日 神奈川県内の陽性患者数が 100

万人を超える 

医療機関のひっ迫回避に向け

た対応（検査キットを使用し

て、結果を健康フォローアップ

センター等に登録することで、

発熱外来を経ずに在宅療養に

繋げられる仕組み）の導入を都

道府県に通知 

  

令和４年８月１日     療養案内入力フォームの利用

開始 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和４年８月２日     
 

令和４年８月４日   重症化リスクの低い患者につ

いて発生届の項目を簡略化 

  

令和４年８月５日     抗原検査キット配布を開始 

令和４年８月９日     フォローアップシステムの新

規登録から、非重点観察対象者

を除外 

令和４年８月 10 日     Web フォーム「療養のための質

問票」による患者情報の聴き取

りシステムを重点観察対象者

に限定 

令和４年８月 17 日     保健所によるヒアリング項目

の簡素化 

令和４年８月 24 日     高齢者コロナ短期入所施設を

開設 

令和４年８月 25 日 日本の１週間当たりの新規感

染者数が５週連続で世界最多

（約 147 万人）となる 

    

令和４年８月 31 日   抗原検査キットのネット販売

解禁 

  

令和４年９月７日   水際対策緩和（ワクチン３回接

種で陰性証明免除、入国者数上

限５万人に引き上げ） 

  

令和４年９月 20 日   オミクロン株対応ワクチン接

種開始  

  

令和４年９月 25 日    ・自主療養届出制度の終了     

 

・Web フォーム「療養のための

質問票」の受付終了 

かながわ BA.5
対策強化宣言 

発出 

かながわ BA.5

対策強化宣言 

解除 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和４年９月 26 日   感染者数の全数把握を全国一

律簡略化（発生届の対象を高齢

者ら重症化リスクの高い人に

限定） 

・発生届の届出対象者以外のた

めの陽性者登録窓口の開設 

 

・所定の療養期間を療養したこ

とを証明する文書の発行対象

を限定し、原則 My HER-SYS に

よる証明に切り替える 

令和４年 11 月 22 日   経口薬「ゾコーバ」緊急承認   

令和４年 11 月 25 日     入院調整サポートシステムの

運用開始 

令和４年 11 月 29 日     医療ひっ迫状況のレベル分類

を、オミクロン株に対応したレ

ベル分類に改定 

令和４年 12 月 5 日   一般用新型コロナウイルス抗

原・ インフルエンザウイルス

抗原定性同時検査キットの承

認 

  

令和４年 12 月 18 日     かながわコロナオンライン診

療センター（川崎）での診療開

始 

（令和５年1月末までに、藤沢、

相模原、横浜に開設。） 

令和４年 12 月 27 日     医療ひっ迫のレベルを「レベル

３：医療負荷増大期」に引上げ 

令和５年１月 19 日     感染症法上の位置づけの変更

に係る考え方について国へ要

望 

令和５年１月 27 日   令和５年５月８日から５類感

染症に位置づけることを決定 

  

令和５年３月 10 日   位置づけの変更に伴う医療提

供体制や公費支援の見直し等

の具体的な方針を決定 

  

令和５年３月 13 日   マスク着用に関して、個人の判

断が基本となる 

  

令和５年３月 20 日     下水疫学調査を用いた新型コ

ロナ等の流行把握調査の成果

を発表 

令和５年３月 29 日     新型コロナウイルス感染症の

類型変更に係る神奈川県の対

応を記者発表 
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日 付 国内外の感染動向 国の取組 県の取組 

令和５年３月 31 日     かながわコロナオンライン診

療センター終了 

令和５年４月 28 日   新型コロナウイルス感染症を

感染法上の５類に位置付ける、

感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律

施行規則の一部を改正する省

令が公布（令和５年５月８日施

行） 

 

令和５年５月８日   ・新型コロナウイルス感染症

が５類感染症に移行 

 

・国の新型コロナウイルス感

染症対策本部が廃止 

・５類への類型変更に伴い、宿

泊療養施設等の取組が終了 

 

・新型コロナウイルス感染症神

奈川県対策本部が廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


